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第 1 章  プロジェクトの背景・経緯 

1-1 当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

モンゴル国（以下「モ」国という）において放送事業を管轄しているのはインフラスト

ラクチャー省（Ministry of Infrastructure: MOI）である。MOI の管轄下で国営モンゴル・

ラジオ・テレビ（Mongolia Radio & Television: MRTV）がラジオ放送全般にかかる実務

を担当している。また、MRTV の内部にあって送信設備の運営維持管理を担当している

組織は、モンゴル・ラジオ・テレビ送信技術センター（Mongolia Radio & Television 
Technical Center of Transmission System: MRTC）である。 

MRTV は、1960 年から旧ソ連の援助を受けて、既存の 7 ヵ所の送信所から短波、中波、

長波を使ったラジオ放送を行ってきた。各送信所に設置されている送信設備の概要を表

1-1 に示す。 
 

表 1-1 既存送信所内の送信設備の概要 

 

送信所 電波形態 
定格出力 

(kW) 
数量 

周波数 
（kHZ） 

設置年 

ウランバートル 長波 500 1 164 1984 
 中波 500 1 990 1984 
 短波 250 1 12,015/ 1978 
    12,085  
 短波 100 1 4,850 1979 
 短波 50 1 9,720/ 1960 
    12,015  
アルタイ 長/中波 150 

(2×75) 
1 227 1978 

ムルン 長/中波 150 
(2×75) 

1 882 1981 

ダランザドガド 
 

長/中波 150 
(2×75) 

1 209 1978 

チョイバルサン 
 

長/中波 150 
(2×75) 

1 209 1979 

ウルギー 
 

長波 
 

60 
 

1 
 

209 
 

1965 
 

サインシャンド 
 

短波 12 1 3,960 1978 

出典：MRTV 

（注）ダランザドガド、チョイバルサン、ウルギーの 3 送信所では、サービスエリアが異なるため、同一周

波数を使用している。 

 
これらの送信所には、全国レベルのサービスエリアを確保できる能力を持った旧ソ連製

の比較的大容量の送信設備が設置されたが、送信設備の大半は、故障のため停波してい

たり、老朽化が寿命限界近くにまで進行したりしている。送信設備の持続的な運用にと

って必要不可欠なスペアパーツさえも財政難により十分に入手できない状況が続いて
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いる。さらに、大電力を消費する送信設備が設置されているために、電気代の負担が重

荷になっている。MRTV は、現状より多彩でより多くの番組提供を行いたい意向を持っ

ている。しかし、そのための予算の確保が難しいことから、一日の放送時間を 17 時間

にとどめざるを得ない状況下に置かれている。 

このような状況下にあって、稼働できる送信設備においてもその送信出力を半分程度に

まで低下させた運用を余儀なくされ、近年、放送サービスエリアが急速に縮小しつつあ

る。現時点の可聴エリアは、短波、中波、長波を合計しても国土面積の 47%程度に過ぎ

ない。遠隔地に対するラジオ放送が十分に行えないことから、ラジオ放送が唯一の情報

入手手段になっている遊牧民にとって、情報提供の手段が失われつつある。また、重要

なメディアとして日常生活に欠かせないラジオ放送が、地方部の住民にとっても聴取で

きないというのが現状である。 

モンゴル国のように地理的な広がりが大きく、しかも高い山が連なる地形を持つ国には、

上空に向けて電波を打ち上げ電離層からの反射波を利用する短波ラジオ放送が、広いサ

ービスエリアを網羅できるという点で有利である。この利点により、年間の大半を放牧

生活で過ごす遠隔地の遊牧民や住民に対しても、ラジオ放送を通じた情報の提供が可能

になる。しかも、短波送信設備は小電力で遠方まで電波を飛ばせることから、運営維持

管理費の大半を占める電気代を抑制できるという利点もある。 

短波の持つこのような利点を踏まえ、短波送信設備を設置することにより、現状の問題

点の解決に多大な寄与をなすことが期待されており、そのためのプロジェクトの実現が

公共ラジオ放送セクターの喫緊の課題となっている。 

1-1-2 開発計画 

モンゴル国には、公共放送セクターにかかる国家開発計画は存在しないが、国家開発に

関する情報を等しく全国民に提供することを優先施策の一つとしている。そのため、国

家政策・市場経済政策の促進、学校教育の補完、遠隔教育の推進などに必要な各種情報

の提供、ならびに農業情報、気象情報、災害情報などの提供を重視している。 

1-1-3 社会経済状況 

モンゴル国の経済は、他の CIS 諸国と同様、旧ソ連邦崩壊後、一時的な経済の低迷があ

ったが、日本に代表される援助国や IMF など国際機関の協力を得、市場経済への転換を

図っている。主要な援助国は、日本、ドイツ、米国であり、日本はモンゴル国に対する

最大の援助国である。 

モンゴル国における主要な産業は牧畜業、鉱業、軽工業であり、1999 年の GDP は 9.2
億 US ドルであった。経済成長率は 1994 年以降から 2～3％台と安定した伸びを示して

おり、物価上昇率も 1996 年の 20.5%から 2000 年には 8.1%に低下し、マクロ面での改善

が見られた。 

モンゴル国の社会経済状況については、その概要を「資料 4 当該国の社会経済状況」に

示す。 
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1-2 無償資金協力要請の背景・経緯および概要 

「1-1-1 現状と課題」で述べたとおり、MRTV が運営しているラジオ送信所では、送信機

の老朽化、スペアパーツの不足、ならびに運転維持費の増大を背景として、送信出力を半

分程度にまで低下させた運用を余儀なくされ、放送サービスエリアが急速に縮小してきて

いる（添付資料 8-4 の「現状のサービスエリア」参照）。特に遠隔地に対する放送が十分

に行えないことから、地方遊牧民に対する情報提供の手段が失われつつある。 

このような背景により、「モ」国政府は、既存ラジオ送信所 7 ヵ所の中から 3 ヵ所（ウラ

ンバートル、アルタイ、ムルン）を選定し、ウランバートル送信所に 50kW 短波送信設備

の機材、また、アルタイ、ムルン両送信所に 10kW 短波送信設備の機材を調達、据付ける

ことにより、国土面積に対するサービスエリアの割合を 93%にまで回復させたいとしてお

り、それらの機材の調達にかかる無償資金協力「短波ラジオ放送網整備計画」（以下「本

プロジェクト」という）の実施を我が国に対して要請してきたものである。 

1-3 我が国の援助動向 

我が国が、これまでモンゴル国の公共放送セクターに関連して、専門家派遣、開発調査、

有償資金協力のいずれの分野においても、援助を実施したことはない。 

1-4 他ドナーの援助動向 

「1-1-2 開発計画」で述べたとおり、「モ」国には現在、公共放送セクターにおける開発

計画は存在しない。そのため、諸外国あるいは国際援助機関などから受ける援助は、その

つど行われている。最近では UNESCO による援助が 2 件実施されている。その概要を表

1-2 に示す。 
 
表 1-2 UNESCO による援助の概要 

 
案件 1 遠隔教育プロジェクト 実施年度 1997 – 2002 
事業費 US$1,700,000 
案件概要 ラジオ放送を媒体とした 3 万世帯対象の遠隔基礎教育 
案件 2 テレビ放送用機材更新プロジェクト 実施年度 2001 – 2002 
事業費 US$120,000 
案件概要 録画用フィルムおよびダビング用機材にかかる整備 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章  プロジェクトを取り巻く状況 
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第 2 章  プロジェクトを取り巻く状況 

 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 

本プロジェクトの実施機関は MOI 傘下の国営モンゴル・ラジオ・テレビ（MRTV）であ

る。MRTV 内部にあって送信設備の運営維持管理を担当しているのはモンゴル・ラジ

オ・テレビ送信技術センター（MRTC）である。MRTV と MRTC の組織図をそれぞれ図

2-1、図 2-2 に示す。 

本プロジェクトで調達される機材は、MRTC 管轄下のウランバートル、アルタイ、ムル

ンの各送信所に設置される。これら 3 送信所におけるそれぞれの職員数は 54 名、22 名、

17 名、合計 93 名であり、MRTTC 職員総数 167 名の約 56％を占める。ウランバートル

送信所は MRTC の中にあって中枢機能を有する中央局であり、それだけに職員数も際立

って多い。また、高等教育を受けた職員が 54 名のうち 23 名、15 年以上の経験年数を有

する職員が 36 名と、熟練技術者が多いことも特徴となっている。アルタイ、ムルンに

おいても同様の傾向が見られる。 

ウランバートル送信所には現在も運用中の短波送信設備があるが、アルタイ、ムルン両

送信所には 1997 年まで 12kW の短波送信設備が運用されていたものの、現在は撤去済

みである。これらの送信所には、その運用にあたっていた人員が現在も在籍しているた

め、本プロジェクトの実施に伴って新たに人員を割り当てるなどの措置を講じる必要は

なく、既存の運転保守体制で十分に対応できると判断される。また、これらの人員は、

短波送信設備の維持管理に係る基礎的能力を持っていることから、本プロジェクトの実

施に際し、初期操作指導やソフトコンポーネント業務の導入により、持続的な維持管理

ができるとみられる。 

実施機関である MRTV に関しては、2001 年 7 月 5 日に「モ」国側と日本国側との間で

署名された協議議事録の 7-1 項に記載されているとおり、予測可能な将来において

MRTV の民営化の可能性がないことが確認されている。 

2-1-2 財政・予算 

MRTV から入手した実行予算（表 2-1）によると、支出の年平均増加率は 25％であった。

支出のうち、電気代の占める割合が約 50％と最も多く、維持管理費は約 6.5％に留まっ

ている（2000 年度実績）。MRTV の過去 5 年間の実績から、今後の収入は約 10～30％
の割合で増加すると判断される。 

この傾向は、MRTV の中でラジオ送信所の運営を担当している MRTC の支出でも同様

である（表 2-2）。MRTC の支出の年平均増加率は約 26％となっている。また、MRTC
の電気代は、MRTC 支出の約 76％を占めている。この点からも、大電力を消費する既存
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の送信機器の電気代が大きな財政負担となっていることが明らかである。一方、MRTC
の維持管理費は約 5.5％に留まっている。 

本プロジェクトの完成後は、財政負担となっている電気代が大幅に削減されることが期

待されるため、本プロジェクトは MRTC の財務状況の改善に貢献するものと考えられる。 
 



    
  
 インフラストラクチャー省 

（MOI） 

実施機関 

モンゴル・ラジオ・テレビ局 
（MRTV) 

モンゴルラジオ モンゴルテレビ ラジオ＆テレビ 
送信技術センター 

中央ラジオ送信局 

地方ラジオ送信局 

ウランバートル 
TV＆FM 送信局 

総務部 

財務部 

国際関係部 

主管官庁 

財務部 

製作部 

技術部 

財務部 

製作部 

技術部 

図 2-1 MRTV 組織 



 

 

ラジオ・テレビ送信技術

センター（MRTC）） 

総務部 財務・会計部

フブスグル県 

ラジオ送信所 

ウムノゴビ県 

ラジオ送信所 

ドルノゴビ県 

ラジオ送信所 

ゴビアルタイ県 

ラジオ送信所 

バヤン・ウルギー県

ラジオ送信所 

中央 

ラジオ送信所 

図 2-2 MRTC 組織 
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表 2-1 MRTV の収入および支出 
単位：百万トゥグルグ

1996 1997 1998 1999 2000 平均増加
率(%)

各項目の
割合

(2000年
度)

収入
国庫支出 1,705 2,548 2,433 3,021 2,594 11.07 57.35
営業収入 148 304 514 964 1,929 90.07 42.65
収入合計 1,853 2,851 2,946 3,985 4,524 25.00 100.00

支出
人件費 163 251 259 352 398 25.00 8.80
社会保険控除 36 55 57 77 87 25.01 1.92
健康保険 8 12 12 16 18 24.98 0.40
電気代 910 1,415 1,294 1,944 2,256 25.49 49.88
暖房・燃料費 48 74 77 105 118 25.02 2.60
通信費 39 60 62 85 95 24.98 2.10
車両・燃料費 28 43 44 60 68 25.08 1.50
維持管理費 119 188 194 257 289 25.01 6.40
インテルサット回線使用料 428 638 827 925 1,024 24.41 22.65
その他 76 117 121 164 170 22.35 3.76
支出合計 1,853 2,851 2,946 3,985 4,523 25.00 100.00

出所：MRTV
注）会計年度1月１日～12月31日

年　　度
項　目

 
 
 

表 2-2 MRTC の支出 
単位：百万トゥグルグ

1996 1997 1998 1999 2000 平均増加
率(%)

各項目の
割合

(2000年
度)

人件費 57 88 91 123 199 36.69 9.53
社会保険控除 12 19 20 27 30 25.03 1.45
健康保険 3 4 4 6 6 24.76 0.30
電気代 636 990 906 1,360 1,579 25.51 75.65
暖房・燃料費 17 26 27 37 41 25.06 1.97
通信費 14 21 21 30 33 25.00 1.59
車両・燃料費 10 15 15 21 24 25.35 1.14
維持管理費 47 75 78 102 116 24.97 5.54
インテルサット回線使用料 27 41 42 57 59 22.15 2.83
その他 - - - - - - -
支出合計 822 1,278 1,203 1,762 2,087 26.23 100.00

出所：MRTV
注）会計年度1月１日～12月31日

年　　度
項　目

 
 
2-1-3 技術水準 

MRTV の放送会館や各送信所では、職員が多く集まる場所に、送信設備の運用に関する

啓蒙的なポスターや主要機器の基本的な使用方法を伝えるビジュアルな説明書などが

掲示されている。教育訓練の必要性は十分に理解されており、各送信所では、送信所の

運用、送信設備のトラブルシューティング、送信技術の最新動向、労働安全衛生、英語

などに関する知識の習得を目的として、職員に対する体系的な教育訓練を定期的に実施
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している。ウランバートル送信所において 2000 年度に行われた教育訓練コースの総時

間数は 90 時間、参加者数は延べ 354 人であった。アルタイ、ムルン両送信所における

同年度の総時間数はそれぞれ 65 時間、参加者数はアルタイ 106 人、ムルン 99 人であっ

た。 

MRTC の組織では、短波、中波、長波、FM といった周波数帯別の担当区分は存在せず、

すべての職員が周波数帯に関係なく送信設備全般を経験できるように配置、訓練されて

いる。これらの職員は、過去数十年にわたって旧ソ連製の送信設備を運用してきた経験

から、送信設備の運営維持管理にかかる基礎的能力を持っていると見られる。 

2-1-4 既存の施設･機材 

本プロジェクトのサイトとなるのは、ウランバートル、アルタイ、ムルンの計 3 ヵ所の

送信所である。「モ」国内には、これらの他に、チョイバルサン、サインシャンド、ダ

ランザドガド、ウルギーといった主要都市に送信所が置かれ、現在もある程度の送信機

能を維持している。以下に前述の 3 送信所の施設・機材の現況を述べる。 

(1) 既存送信所の現況 

本プロジェクトのサイトとなる 3 ヵ所の送信所の現況は表 2-3 に示すとおりである。既

存建屋とその屋内設備の現況に関しては「3-2-2-2 予定地の状況」で述べる。 
 

表 2-3 既存送信所の現況 

 
送 信 所 ウランバートル アルタイ ムルン 
所 在 地 ウランバートル市郊外 

ホンホール地区 
ゴビアルタイ県 
アルタイ市 

フブスグル県 
ムルン市 

位 置 
（緯度･経度） 

N47°55’ 
E107°00’ 

N46°30’ 
E96°10’ 

N49°30’ 
E100°10’ 

標 高 1,500m 2,200m 1,500m 
敷 地 面 積 300ha 20ha 16ha 
建 屋 面 積 総延面積 1,700m2 総延面積 700m2 総延面積 700m2 
建 屋 構 造 鉄筋コンクリート造 

2 階建 
鉄筋コンクリート造 
平屋建 

鉄筋コンクリート造 
平屋建 

開 局 1960 年 1978 年 1980 年 
現 用 送 信 機 短波： 1×250kW 

 1×100kW 
 1×50kW 
中波： 1×500kW 
長波： 1×500kW 

中波／長波：2×75kW 
（両用） 

中波／長波：2×75kW 
（両用） 

ア ン テ ナ ダイポール ダイポール ダイポール 
番組伝送回線 無線 有線 有線 
受 電 方 式 中央グリッドから特高

（35kV）2 回線受電 
市内ディーゼル発電所
から専用 1 回線受電 

市内ディーゼル発電所
から専用 1 回線受電 

電 力 設 備 特高変電所設備： 局舎受電設備： 局舎受電設備： 
 変圧器定格 

2×4,000kVA 35/6.3kV 
変圧器定格 
2×630kVA, 6/0.38kV 

変圧器定格 
2×400kVA, 6/0.38kV 

 局舎受電設備：   
 変圧器定格 3×320kVA, 

6/0.38kV 
  



2 - 7 

(2) 既存送信設備の現況 

各送信所で現在運用されている送信設備は表 2-4 に示すとおりである。 
 

表 2-4 既存送信設備の現況 

 

送信所 形式 電波形態 
定格出力 

(kW) 
数量 

周波数 
（kHZ） 

製造国 設置年 

ウランバートル TLW-500 長波 500 1 164 旧ソ連 1984 
 TMW-500 中波 500 1 990 旧ソ連 1984 
 TSW-250 短波 250 1 12,015/ 旧ソ連 1978 
     12,085   
 TSW-100 短波 100 1 4,850 旧ソ連 1979 
 TSW-50 短波 50 1 9,720/ 旧ソ連 1960 
     12,015   
アルタイ TLW-150 長/中波 150 

(2×75) 
1 227 旧ソ連 1978 

ムルン TMW-150 長/中波 150 
(2×75) 

1 882 旧ソ連 1981 

これらの送信設備は、いずれも運転開始後 20 年以上経過している。そのため、老朽化

が進み、定格出力での運転は困難である。いずれも 50%程度の出力しか期待できない。

また、長波送信機は特に消費電力量が大きいため、電気代が運営維持管理費に占める割

合は 80%近くに達する。「モ」国側は、大きな財政負担となっている運営維持管理費を

縮減するためにも、本プロジェクトが実現した暁には短波による全国放送を主体的に行

い、既存の中波・長波放送を段階的に停止させる計画を策定している。 

各送信所で現在も運用されている短波送信設備を表 2-5 に示す。 
 

表 2-5 短波送信設備の現況 

 
送信所 形 式 主用途 運転状況 

ウランバートル TSW-250 国際放送 運転中、出力 50%低下 
 TSW-100 国内放送 運転中、出力 50%低下 
 TSW-50 国際放送 運転中、出力 50%低下（最大 37kW 程度） 
アルタイ TSW-12 - 運転不可のため 1997 年撤去済み 
ムルン TSW-12 - 運転不可のため 1997 年撤去済み 

ウランバートル送信所に設置されている TSW-100 は、老朽化が進行しているものの、

「モ」国側の説明によれば「当面の運用には支障ない」とのことである。そこで、通常

はチャンネル-2 を送信し、本プロジェクトで調達される 50kW 送信設備の停止を余儀な

くされた場合にはバックアップ用として運用し、当面は運用可能な状態に運営維持管理

する計画である。この詳細は、「3-2-2-3 短波送信設備の基本構成」ならびに「3-2-2-4 (2) 
ウランバートル短波送信設備」中の「3) 運用計画」で述べる。 
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(3) 既存送信所の電力事情 

送信設備への電力供給が一時的であっても停止すると放送中断という事態に陥る。その

ような事態を避けるためには安定度の高い電力供給が不可欠である。そこで、対象サイ

トにおける過去 3 年間の電力事情を調査したところ、年度によって大きな変動がみられ

るものの、停電時間がきわめて長いことが明らかになった。各送信所の原因別の停電時

間を表 2-6 に示す。 
 

表 2-6 対象サイトの停電時間 

 
停電時間（h:時間・m:分） 

送信所 事故原因 
1998 年 1999 年 2000 年 

ウランバートル 発電所内事故 1h 40m 28m 1h 25m 
 発電用燃料不足 0 0 0 
 送配電線事故 1h 20m 45m 25m 
 発電機過負荷 0 15m 0 
 合 計 3h 1h 28m 1h 50m 
アルタイ 発電所内事故 155h 57m 140h 58m 170h 59m 
 発電用燃料不足 110h 90h 350h 
 送配電線事故 59h 65h 58h 
 発電機過負荷 150h 140h 261h 
 合 計 474h 57m 435h 58m 839h 59m 
ムルン 発電所内事故 520h 20m 76h 57m 93h 39m 
 発電用燃料不足 280h 155h 95h 
 送配電線事故 81h 23m 63h 46h 
 発電機過負荷 180h 82h 180h 
 合 計 1,061h 43m 376h 57m 414h 39m 

ウランバートル送信所では中央グリッドから受電しているため電力供給信頼度は高い

が、長期的な観点からは、電圧・周波数変動の対策を講じておく必要があると考えられ

る。 

一方、アルタイ、ムルン両送信所の 2000 年度の停電時間は、それぞれ 839 時間、414 時

間と長く、特にアルタイの停電時間がムルンの約 2 倍となっているのが特徴的である。

事故の主な原因として、発電用燃料不足および発電機過負荷があげられている。燃料不

足は発電所を運営している県の財政難により燃料購入が困難となっていることが背景

にある。また、発電機の過負荷は、発電力が電力需要を満たせないことが原因となって

発生する。そのため、両送信所には 10kW 程度の非常用ディーゼル発電装置が設置され

ており、建屋の非常灯、暖房用ボイラーの非常用負荷などに電力を供給している。両送

信所では、電力供給信頼度が低いことに加えて、電圧・周波数の変動が大きいと見られ、

その対策が必要である。 

本プロジェクトで調達される送信設備には、受電電圧を一定の範囲内に抑える役割を有

する自動電圧調整器を設置する必要がある。また、アルタイ送信所に対しては、「モ」

国の西部方面をサービスエリアとする同送信所の重要性を踏まえ、短波送信設備用の非

常用ディーゼル発電装置を設置するのが不可欠と考えられる。 
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2-2 プロジェクト・サイト及び周辺の状況 

2-2-1 関連インフラの整備状況 

本プロジェクトの対象サイトであるウランバートル、アルタイ、ムルンの 3 送信所は建

設されてから数 10 年が経過し、その間、特段の問題もなく運営されてきた。プロジェ

クトの実施に影響を与えると思われるインフラの整備状況について、送信所ごとの概要

に以下に述べる。詳細については、「3-2-2-2 予定地の状況」で述べる。 

(1) ウランバートル送信所 

本送信所は、ウランバートル市の東方、約 30km のホンホル（Honhor）地区に位置し、

ウランバートル市からのアクセスは良好である。舗装された幹線道路から送信所の敷地

までは未舗装道路であり、本プロジェクトで調達される機材の搬入に際しては、部分的

な改修が必要である。 

調達機材は、既存送信所の中央局舎 2 階にある空き部屋に設置される。この部屋は、か

つて送信機室として使用されていたため、十分な据付スペースがあり、床強度も十分で

ある。ただし、調達機材の据付にあたっては、現在の床構造を補修する必要があり、機

材搬入のための外壁開口、ダクト類の貫通のための壁・床開口などの作業も発生する。 

調達機材のうち短波アンテナ、フィーダー類は屋外に設置される。そのためのスペース

は十分に確保されており、新たな土地収用の必要はないことが確認された。 

(2) アルタイ送信所 

本送信所は、ウランバートル市から約 1,000km（道路走行距離）離れたゴビアルタイ県

のアルタイ市に位置する。アルタイ市の中心部から送信所へは、平坦な未舗装道路でア

クセスできる。 

本プロジェクトで調達される機材は、既存送信所の平屋建て局舎にある送信機室内の空

きスペースに設置される。このスペースには 1997 年まで 12kW 短波送信機 1 台が設置

されていたが、現在は撤去済みである。手狭なスペースではあるが、10kW 短波送信機

を 2 台設置できるだけのスペースは確保できる。ウランバートル送信所と同様に、調達

機材の据付にあたっては、現在の床構造を補修する必要があり、機材搬入のための外壁

開口、ダクト類の貫通のための壁・床開口などの作業も発生する。 

調達機材のうち短波アンテナ、フィーダー類は屋外に設置される。既存の短波アンテナ

は今後とも使用されることはないため、「モ」国側が撤去することになっている。その

空いたスペースにアンテナ類を設置する。したがって、新たな土地収用の必要はないこ

とが確認された。 
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(3) ムルン送信所 

本送信所は、ウランバートル市から約 920km（道路走行距離）離れたフブスグル県のム

ルン市に位置する。ムルン市の中心から送信所の敷地へは平坦な未舗装道路でアクセス

できる。 

送信機の設置スペース、局舎改修作業、アンテナ設置スペースなどの状況については、

アルタイ送信所と同様である。 

2-2-2 自然条件 

対象サイトの詳細な気象データが公開されていないため、現地調査においては、対象サ

イトにおける過去 5 年間の気温、降雨量、湿度、風、落雷のデータを各地の気象観測所

から入手した。また、土質データについては、既存送信所が建設された当時の設計資料

および各種のデータをもとに基本設計上の検討を行った。これらのデータと基本設計へ

の適用方法については「3-2-1-2 自然条件に対する方針」で述べる。 

2-2-3 その他 

本プロジェクトの対象サイトは 3 ヵ所とも、これまでサイト内およびその周辺に対し環

境面で負の影響を及ぼしたことはない。本プロジェクトは、そのサイト内に既存設備の

代替設備として設置されるため、サイト内およびその周辺に環境面の負の影響を与える

ことはないと考えられる。 
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第 3 章  プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

既存のラジオ送信所においては、送信設備が故障のため停波していたり、設備の老朽化が

寿命限界近くにまで進行したりしている。さらに、スペアパーツの不足と運転維持費の増

大を背景として、送信出力を半分程度にまで低下させた運用を余儀なくされている。その

ため、放送サービスエリアが急速に縮小してきている。特に遠隔地に対する送信が十分に

行えないことから、牧民に対する情報提供の手段が失われつつある。 

こうした事態に対処するため、「モ」国政府は、適切なサービスエリアの設定を行うとと

もに、適切な規模・仕様の短波ラジオ送信設備の設計および機材の設置を行うことにより、

電波の伝搬条件が最適な時期において、国土面積に対するサービスエリアの割合を現状

47%程度から約 93%まで拡大させることを目標としている。 

本プロジェクトは、上記目標を達成するために、中央県ウランバートルの既存ラジオ送信

所に 50kW、およびゴビ・アルタイ県アルタイとフブスグル県ムルンの 2 ヵ所の既存ラジ

オ送信所にいずれも 10kW 短波送信設備の機材の調達と設置を行うものである。 

3-2 協力対象事業の基本設計 

3-2-1 設計方針 

3-2-1-1 基本方針 

(1) 協力対象範囲 

本プロジェクトは、遠距離放送に適した短波送信設備を設置することによって、ほぼ全

国をサービスエリアとしたラジオ放送網の整備を行おうとするものであり、短波送信設

備の調達ならびに据付が協力対象範囲となる。ただし、短波送信設備がそのままの形で

聴取者に何らかの便益を与えるわけではないことに留意する必要がある。すなわち、ウ

ランバートルにある MRTV の放送会館で制作されたラジオ番組を無線あるいは有線と

いった伝送路を使って各送信所に送り、そこから電波にのせて電離層からの反射波の形

で聴取者のラジオ受信機に送り届けて初めて便益が実現するということである。 

したがって、便益実現のためには、 
① 聴取者にとって魅力的なラジオ番組を適切な機材を使って制作すること 
② ラジオ番組を送信所まで確実に送り届けること 
③ 送信所で適正水準の品質を持つ電波を送信すること 
④ 聴取者が適正品質のラジオ受信機を所有していること 
⑤ 聴取者がラジオ番組を聴くこと 

といった一連のプロセスを連続的につなげる必要がある。 
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本プロジェクトでは、「モ」国側の自助努力だけでは現状を改善することが困難である

と考えられる事項について協力対象範囲とする。したがって、上記①～⑤のプロセスの

うち③を対象とし、ウランバートル、アルタイ、ムルンの 3 ヵ所の既存ラジオ送信所に

短波送信設備を設置するものである。また、ウランバートル送信所に対しては、上記③

を確実なものとするためには、上記②の実施（既存番組伝送システム（STL）の信頼性

向上対策）が必要不可欠であることから、これも協力対象範囲に含める。 

(2) 設計上の指針 

本プロジェクトの基本設計を行うにあたっては、以下の指針にもとづくこととした。 
① 送信設備の出力は、サービスエリア内で所要電界強度が得られる規模とし、季節ご

と・時間帯ごとに放送周波数を適切に切替えることによって、年間を通じてほぼ所

要の電界強度を得る 
② 老朽化が進行している既存の短波・中波・長波送信設備の段階的停止の予定を踏ま

え、本プロジェクトで調達される短波送信設備だけで所定のサービスエリアを網羅

できるようにする 
③ 送信機を 2 台設置し、通常時は 1 台を運用し、故障時には予備機に切替えて運用す

る方式を適用することにより、放送の継続的な運用を確保する 
④ 送信機は、既存の送信所内の限られたスペースに設置されるため、できるだけコン

パクトな形状となるよう計画する 
⑤ 過酷な自然条件（外部の最低気温-40℃）に耐え、汎用性、堅牢性に優れ、運営維

持管理がしやすい機材を選定する 
⑥ 実証済みの技術を適用し、多数の稼動実績を有する機材を選定する 
⑦ 省電力性能に優れた送信設備を設計することによって、運営維持管理費の削減を可

能とし、財政負担の軽減に寄与する 

(3) 短波放送によるサービスエリアの設定 

「モ」国内の短波による公共ラジオ放送は、ウランバートル、アルタイ、ムルン、ダラ

ンザドガド、チョイバルサン、ウルギー、サインシャンドの合計 7 送信所に短波送信設

備が設置された 1970 年代後半から開始された。ウランバートル送信所には 100kW、そ

れ以外の地方送信所には 12kW の短波送信設備が設置された。これらの送信所には、電

離層からの反射波を利用する短波伝搬が太陽活動の影響を強く受けて不安定になると

いう短波の短所を補うために、長波・中波の送信設備も併設された。それぞれの電波形

態を相互補完的かつ総合的に運用することによって、全国規模のラジオ放送を行おうと

したものと見られる。しかし、短波送信設備の一部は故障のため、すでに停止あるいは

廃棄されているのが実情である。 

既存の送信所においては、建設当初、短波、長波・中波といった複数の電波を組み合わ

せて送信できるように計画されていたが、本プロジェクトでは、全国をサービスエリア

として放送を行うために必要な短波送信設備を単独運用することを基本方針としてい

る。そこで、放送を良好に聴取できるかどうかの判定指標としてサービスエリア内の電

界強度を採用する。「モ」国内で広く使われているラジオ受信機の最小可聴レベルが
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38dBµV/m であることや、良好な可聴レベルとして 50dBµV/m が適用されていることを

踏まえて、目標電界強度を 50dBµV/m 程度に設定する。 

短波の特性上、電界強度は電離層の影響を強く受け、その値は季節ごと、時間ごとに大

きく変動する。したがって目標とする電界強度は 50dBµV/m 以上と厳密に規定するので

はなく、この数値にある程度の幅を許容し、その程度の電界強度が得られる地域をサー

ビスエリアとする。 

(4) 対象サイトと送信出力の選定 

1) 選定方針 

全国をサービスエリアとするためには、既存の送信所の中から適切なサイトを選定

し、受信地点で 50dBµV/m 程度の電界強度が得られる送信出力を選定する必要があ

る。サイト数を少なくし大出力の送信設備を設置すれば、単位出力あたりのコスト

は低くなるが、故障時のバックアップ機能が不十分な場合は放送中断といった深刻

な事態を招くことになりかねない。また、大出力送信に伴う混信問題が発生し近隣

諸国との調整を余儀なくされることも懸念される。 

一方、小出力の送信設備を複数のサイトに設置する場合は、単位出力あたりのコス

トは増大するものの、信頼性は向上する。したがって、全国をサービスエリアとす

る最小数のサイトに信頼性と経済性を満たす最適な送信出力を選定することを方

針とする。 

2) 設置サイトの選定 

既存の送信所の中では、ウランバートル送信所が中央局としての機能を果たしてい

るのに対し、アルタイとムルンの両送信所は、それぞれ北部、西部地方の拠点局と

しての役割を担っている。これら 3 送信所はほぼ三角形の位置関係にあり、「モ」

国としても広大な国土をサービスエリアとする際の優先順位は、これら 3 送信所が

とりわけ高いとしている。 

3 送信所のうちウランバートル、アルタイ両送信所で「モ」国の主要地域をサービ

スエリアとすることができるが、ムルン送信所の果たす役割とここに短波送信設備

を設置する意義は大きい。その必要性と妥当性を要約すると以下のとおりである。 
 
① ウランバートルとアルタイの両送信所だけでムルン地域および周辺地域をサー

ビスエリアにしようとしても、電波の伝搬状態が良好でない時期・時間帯には

電界強度が許容水準以下になり、放送の良好な聴取が期待できない。所要電界

強度を得るためにはムルン送信所に短波送信設備を設置する必要がある。 
 
② ムルン送信所の位置するフブスグル県は、「モ」国の地域別開発計画上の重要

拠点であり、人口も 119.8 千人（2000 年度統計）と多い。このような地域をサ

ービスエリアとする放送手段の確保は開発計画の推進の基礎条件となる。さら
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に、地域内には山岳地帯が広がっているために地表波を使った通常の放送手段

（中波、長波）では満足な聴取が困難である。したがって、電離層反射波を利

用し地形に大きく左右されない短波が必要不可欠である。 
 

③ フブスグル県の北部には、人口は少ないものの遊牧をしながら高い山々に居住

するツァータン（Tsaatan）という部族が居住している。この少数部族への情報

提供の唯一の手段はラジオであり、「モ」国政府は弱者救済のための特別な配

慮を行っており、その一環として短波放送による情報提供を喫緊の課題として

いる。 

3）割当周波数 

「モ」国電波行政の主管庁であるインフラストラクチャー省（MOI）が、本プロジ

ェクトの実施にあたって使用すべき周波数として提示した各送信所の割当周波数

は、次のとおりである。 

 
- ウランバートル:  4,850／7,260／9,305kHz 
- アルタイ:  4,830／5,950／9,430kHz 
- ムルン: 4,895／6,100／9,560kHz 

これらの周波数は国際電気通信連合（ITU）により周波数割当が行われ、ITU の内

部組織である国際周波数登録委員会（IFRB）により国際周波数登録が行われ、国際

的に承認されたものである。また、「モ」国が以前、短波放送を行っていた際に使

用して、他の無線局に電波障害を与えたり、受けたりしたことのない実績波である。

したがって、本プロジェクトでは、これらの周波数を基本計画・設計上の所与条件

として使用した。 

4）送信出力の選定 

送信設備の出力は、サービスエリア内で所要電界強度が得られる規模とし、汎用的

に用いられている短波伝搬予測法を適用して、太陽黒点数、季節ごと・時間帯ごと

の電界強度を計算した。その結果、各送信所に対し以下の出力を有する短波送信設備

を設置し、季節ごと・時間帯ごとに上記の周波数を適切に切り換えることによって、

年間を通じてほぼ所要の電界強度が得られることを確認した。その内容については

「3-2-2-4 基本設計」中の各送信設備にかかる「運用計画」の項で述べる。 

以下の出力は、既存送信所の建設当初の送信出力に近く、MRTV の運営維持管理能

力から見て、最適な規模と考えられる。 

 

- ウランバートル:  50kW 
- アルタイ:  10kW 
- ムルン: 10kW 
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(5) 送信設備の信頼性を確保するための措置 

ラジオ放送の公共的使命や役割を考慮すると、送信設備の故障や不具合によって放送中

断に至るような事態は何としても回避する必要がある。そのためには、通常的に運用さ

れている送信機が運用停止に陥った場合、速やかに 2 台目の送信機を立ち上げ運用を開

始できるようなシステム構成となっていなければならない。このような現用予備方式

（または運用切替方式）の適用が不可欠である。 

送信設備が設置されるサイトが遠隔地にあり自然環境条件が過酷であるため、緊急時の

対応が取れるように、適切な品種のスペアパーツを適正数量だけ確保することも必要で

ある。さらに、商用電源からの電力供給信頼度が低いサイト（例えば、アルタイ送信所）

に対しては、停電に備えて非常用発電装置を設置するといった措置も必要である。 

(6) 事業効果の持続性を確保するための措置 

既存の送信所では、運営維持管理費の 80%近くを占めるのが送信設備の運転に伴う電気

代であり、これが財政運営上の大きな負担となっている。既存の送信設備を省電力性能

に優れた送信設備に置き換えることによって消費電力量を削減することが可能であり、

財政負担の軽減に寄与すると考えられる。 

電気代の節減分を原資としてスペアパーツ購入代金の一部に充当することができれば、

それだけ本プロジェクトの事業効果の持続性が確保できることになる。そこで、消費電

力量の削減による電気代の年間節減可能額を試算したところ、年間のスペアパーツ購入

代金の約 40%に相当することがわかった。したがって、送信設備の基本計画にあたって

は、経済合理性を踏まえたうえで、設備全体に対して省電力設計を適用する。 

3-2-1-2 自然条件に対する方針 

(1) 標高 

3 カ所の対象サイトとも標高が 1,000m を超えている（最高標高はアルタイの 2,134m）

ことから、機材計画においては気圧に適応した設計を行う。 

(2) 気温 

気象データによると、対象サイトでは、最低気温が－40.0℃（ムルン）、最高気温が 36.9℃
（ムルン）を記録している。屋外に設置する予定の調達資機材の設計は、各サイトのデ

ータに基づき、最低および最高気温に対応できる方策を検討する。また、室内に設置す

る計画の資機材については、現状の暖房設備の信頼性を考慮した室内最低気温を設定し、

これに対応できる設計を行う。 

(3) 湿度 

気象データによると、対象サイトは、何れも相対湿度が 70%以下であることを考慮した

設計を行う。 
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(4) 降雨、降雪 

対象サイトにおける過去 5 年間の降雨量は年間 300mm 程度である。対象サイト別の降

雪量のデータは入手できなかったが、全国的なデータを参考にすると、約 200～350mm
程度と推測される。また、「モ」国の規定では、氷着荷重を 50kg/m2 として計算するこ

とになっている。降雨および降雪に関し、屋内設置が計画されている調達資機材につい

て、特段の配慮は必要ないが、アンテナ設備、フィーダー等の屋外設置が計画されてい

る調達資機材についは、適切な防水機能を検討し、かつ、設計荷重として積雪荷重を考

慮する。 

(5) 風 

気象データによると、対象サイトの平均的な風速は 2～4m/s 程度であるが、過去にはア

ルタイのように最大風速 36m/s を記録したところもある。アンテナ設備の設計において

は、各サイトの最大風速に対応できる構造設計とする。 

(6) 砂塵 

対象サイトでは、内陸性の気候を反映して乾燥しており、かつ周辺の地質が粘土質もし

くはシルト質であることから、砂塵の発生が確認された。送信機に強制空冷方式を適用

する場合、外気吸入口への除塵フィルターの設置や、送信機本体の空気取り入れ口への

フィルターの設置などが必要である。 

(7) 落雷 

対象サイトの気象データによると、毎年 6 月から 8 月にかけて、落雷の発生が記録され

ている。アンテナへの誘導雷等に起因して、送信機器への被害が想定されるため、アン

テナの設計では落雷対策を考慮する。 

(8) 土質 

本プロジェクトにおける基礎構造物としては、アンテナの支柱基礎および支線アンカー

があげられる。対象サイトにおける土質データは、既述した基礎構造物に係る支持地盤

の地耐力、基礎構造物の形状および設置深さを決定する際に必要となる。 

本プロジェクトで調達されるアンテナ設備は、既設のアンテナ設備を撤去もしくは既設

アンテナ設備に取り囲まれた区画内に据付ける計画である。既設のアンテナ設備の基礎

には、沈下、浮き上り等の問題は発生していない。 

本プロジェクトのアンテナ基礎構造物の設計においては、表 3-1 に示す、既設アンテナ

を建設した当時の土質データ（条件）を活用する。 
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表 3-1  既設アンテナ基礎に係る設計データ 
 

ウランバートル送信所 
表層の土質 地表面 ~ -1.5m：砂層 
下層の土質 -1.5m より下層：礫を含む砂層 
理論凍結深度（m） -4.60 m 
既存設計地耐力（t/m2） 20 t/m2 

ムルン送信所 
表層の土質 地表面 ~ -1.2m：砂層 
下層の土質 -1.2m より下層：シルト質砂層 
理論凍結深度（m） -4.30 m 
既存設計地耐力（t/m2） 20 t/m2 

アルタイ送信所 
表層の土質 地表面 ~ -1.8m：砂層 
下層の土質 -1.8m より下層：粘土質シルト 
理論凍結深度（m） -4.40 m 
既存設計地耐力（t/m2） 20 t/m2 

出所：・  「ウランバートル送信所技術設計資料」ソビエト社会主義連邦 通信省 連合国家設計研究
所 1960 年 

・ 「ムルン送信所技術設計資料」同上 1977 年 
・ 「アルタイ送信所技術設計資料」同上 1997 年 

(9) 地震 

「モ」国で有感地震や地震災害を経験することはまれであるが、地震の規模そのものは

小さくはない。「モ」国の地震基準によると、ウランバートル市およびムルン市は段階

7、アルタイ市は段階 8 に含まれる。「モ」国地震基準の段階 7 および 8 は、日本の気

象庁震度階の 4～5（44～250 Gal）に相当する。そこで、本プロジェクトにおいては、

地震基準に適合する必要最小限の備えを付与するものとして、水平震度 kh＝0.2 を適用

する。 

3-2-1-3 社会経済条件に対する方針 

地方部の遊牧民の生計は、羊、牛、馬などの家畜を中心に形成されている。遊牧生活に

おいて、タイムリーな気象情報や牧畜などの市場情報を入手することは、生計を維持、

安定させるために重要である。さらに、遊牧民や地方部の住民に、中央からの情報を提

供することによって、情報格差の是正が可能となる。 

本プロジェクトの調達機材の規模を決定する上で、裨益者となる遊牧民や地方住民の大

多数が所有するロシア製や中国製のラジオ受信機で受信可能な最低電解強度を考慮す

ることが重要である。 
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3-2-1-4 建設事情／調達事情に対する方針 

(1) 事業実施に関わる許認可制度、関連法規 

1) 環境関連の許認可 

「モ」国における環境関連の法律（The Mongolian Law on Environmental Impact 
Assessment：モンゴル環境影響評価法）は 1998 年 1 月 21 日に制定された。環境影

響評価法に照合して、何らかの許可が必要となる場合は「モ」国側が必要な法的手

続に従い、自然環境省より許可を取得することになっている。 

本計画が環境影響評価法の対象となる点は、第 4 条初期環境影響評価の、 

「4.1 新しく建設されるものや現在操業中の工場、建築物を改築、増築するような

事業に対し環境影響の初期評価を行う。」 

「4.2 初期評価はその事業の行われる前に実施されるものとする。」 

などの条項が該当する。 

MRTV が自然環境省から聴取したところ、初期環境影響評価の審査を受けるために

同省への提出が義務づけられている書類として、次のものがある。 
 
・ 事業概要 
・ 事業実施図面 
・ アンテナの仕様 
・ 放射電磁界レベル 
・ 土工量 
・ 水道水の消費量 

評価方法の具体的指示は自然環境省が行い、自然環境省から任命された調査員は 12
日間以内に初期環境影響評価の手続きを行い、下記のうちのいずれに該当するかの

結論を出す。 
 
・ 環境影響詳細評価を必要としない事業 
・ 条件付で許可される事業 
・ 環境影響詳細評価を必要とする事業 

自然環境省から許可を取得するための一連の法的手続きについては、「モ」国側が

実行することになっている。 

2) 電波送信に関する手続き 

「モ」国の現行「ラジオ電波法」では、同法を根拠としてラジオ電波の割当、運用、

保護、所有形態、使用に関する調整を行うとしている。重要と思われる条項は以下
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のとおりであり、これら電波送信に関する手続きはすべて「モ」国側の負担事項で

あることが確認されている。 
 

① 「国境を接する隣国とのラジオ電波問題について、「モ」国の国際条約に異な

った記述がなければ、国際通信機関の制定した手続きに沿って調整を行う」（法

5. 2.2 条） 
② 「使用権利を得たラジオ周波数を当法律に示した条件に従って使用、保護、電

波干渉の解消を求める」（法 19.1.2 条） 
③ 「「モ」国の領土におけるラジオ電波法制定の実現に向けて行われる管理はラ

ジオ周波数調整管理局および国家通信監査官が実施する」（法 20.1 条） 

3) 労働法 

モンゴルの労働法は 1991 年に改訂されたものが現在適用されている。同法によっ

て労働契約、勤務時間と休憩時間、賃金、就業規則、労働環境、女性および未成年

者に関する労働、労働調整、規則実行に関する監督などが規定されており、本プロ

ジェクトにおいても適用される。 

4) 用地取得 

本計画の機材は、すべて既存施設内に設置されるため、新たな土地収用は不要であ

る。たとえ小区画の土地の取得が必要になった場合でも、「モ」国側の責任で行う

ことが確認されている。 

(2) 準拠すべき設計基準 

モンゴルにおける土木、建築、電気設備工事等の各種工事についての建設関連法規は、

モンゴル建設法に集約されている。建設法の中では、事業者が建設工事等を実施する際、

i) 設計・土質調査実施許可、ii) 建設許可、iii) 建設資材生産許可等の該当する業種の事

業許可を取得していることが求められている。 

本計画においては、実施設計が完了した段階で設計許可を取得し、据付・施工業者が選

定された後に建設許可を取得する手続きを踏む。その具体的な手続は MRTV が行うこと

になる。 

「モ」国内の土木、建築および電気設備工事にかかわる設計基準として SNIP（スニッ

プ：ロシア設計基準）、また、材料規格として YCT（オスト：ロシアの材料規格 GOST
をもとにした規格）が挙げられる。ただし、これらの国内基準には形骸化したものもあ

り、現在は既述した基準・規格とあわせて、日本や欧米諸国の基準・規格が適用されて

いることが多い。 

特に外国からの援助案件については、援助国の基準・規格が国際的に遜色の無い基準で

あれば、援助国の基準が適用されている。現在、モンゴルの電気設備規格は JIS 規格へ

の適合が検討されていることから、本プロジェクトにおいては、日本の基準・規格を適

用することが妥当である。 
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3-2-1-5 現地業者の活用に係る方針 

(1) 現地輸送会社 

現地の輸送会社は、倉庫、貨物集積場をウランバートル駅近郊に保有している。倉庫等

へは、幹線鉄道から分岐線路が整備されており、貨物は輸送会社の倉庫等へ直接搬入さ

れている。各輸送業者会社の保管場所には、税関局の出先事務所があり、その場で通関

手続きが執り行われている。上記の輸送会社が運用している倉庫等の設備規模および保

安状況について調査したところ、特段の問題は無いと判断された。また、現地輸送会社

は、自社の輸送トラックを保有していることは少なく、必要があるときに、個人営業の

トラックと契約を取り交わしている。 

本プロジェクトを実施する際は、現地輸送会社の規模、実績等を勘案し、その実施能力

を評価し、適切な業務範囲を検討する。 

(2) 現地コンサルタント 

これまでモンゴルにおいては中立的な立場でコンサルティング業務を専門に行うコン

サルタントは存在しなかった。近年、通常のコンサルタント業務を行うコンサルタント

が数社設立されているが、これらのコンサルタントは主に社会開発調査や環境分野を専

門とする会社が多い。また、現地コンサルタントは、まだ経験が浅く、外国の援助案件

を元請けで受注するほどの実績は無いと見られる。したがって、その活用にあたっては、

経験や能力に応じた業務範囲を検討する。 

3-2-1-6 実施機関の運営･維持管理能力に対する対応方針 

ウランバートル送信所では、50kW、100kW、250kW の短波送信設備が現在も運用され

ており、そのための運営維持管理体制が存在している。一方、アルタイ、ムルンの両送

信所では、12kW の短波送信設備が 1997 年まで運用されていたため、その運用にあたっ

ていた人員が現在も在籍している。したがって、これら 3 ヵ所の送信所においては、本

プロジェクトの実施に伴って新たに人員を割り当てるなどの措置を講じる必要はなく、

既存の運転保守体制で十分対応できると判断される。 

しかし、本プロジェクトで導入される短波送信設備は最新技術を適用したものであり、

数十年前に設置された旧ソ連製の短波送信設備とは異なる。したがって、本プロジェク

トの短波送信設備の運転保守にあたって求められる必要最小限の技術の修得は不可欠

であり、そのための教育訓練をソフトコンポーネントのスキームを用いて行うことが望

ましい。 

3-2-1-7 機材のグレードの設定に係る方針 

「3-2-1-1 (3) 対象サイトと送信出力の選定」で述べたとおり、ウランバートル、アルタ

イ、ムルンの合計 3 ヵ所の既存送信所を対象サイトとし、各サイトに短波送信設備を設

置する。その規模は送信出力ベースでウランバートル 50kW、アルタイ 10kW、ムルン
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10kW とする。送信機の台数はウランバートルに現用機のみ 1 台、アルタイ、ムルンの

両送信所に対しては現用機各 1 台、予備機各 1 台を設置する。 

これらに加えて、ウランバートル送信所に対しては、短波放送設備の中枢機能の一つで

ある番組伝送システムの信頼性を向上させるための措置として、1 チャンネル分の番組

伝送（STL）システム一式を設置する。また、短波送信設備の継続性を確保すために、3
送信所に設置される短波送信設備を対象としての適正品種・数量のスペアパーツを調達

する。さらに、特に電源事情の劣悪なアルタイ送信所に対しては非常用発電装置を設置

する。 

協力対象事業は事業効果の継続的な発現が期待されるため、供与機材は汎用性、堅牢性、

経済性に優れるものである必要がある。さらに、供与後の運営維持管理がしやすいこと

も必須条件である。これらの観点からは、高度な技術を適用した機材よりは、実証済み

の技術（”proven technology”）を適用し多数の稼動実績を有する機材を導入するのが望ま

しい。 

3-2-1-8 工法／調達方法、工期に係る方針 

(1) 調達方法 

機材の据付にかかわる基礎構造物などは、最大限、現地調達品を採用することによって

コストの削減を図る。ただし、地方部においては、資材の品質、流通量が不安定である

ことを勘案し、現地調達品は、すべてウランバートルで購入する。 

一方、日本調達品については、「3-2-1-7 機材のグレードの設定に係る方針」で述べた

要件を満たし、気温、砂塵等の現地自然条件に配慮した機材を調達する。 

(2) 実施期間 

工程計画を策定する上で、冬期の外気温および地方部サイトまでの国内輸送など、現地

の過酷な状況を勘案する必要がある。こうした条件から、コンクリート打設を含む据付

工事期間を 5 月から 10 月の期間に限定する。 

対象サイト数、機材製作期間、輸送期間、据付工事期間、現場経費等のコスト面を総合

的に評価すると、全事業範囲を単期で実施することが、最も効率的であると判断される。 

3-2-2 基本計画 

3-2-2-1 基本計画・設計上の基本構想 

(1) サービスエリアおよび所要電界強度 

「モ」国側は当初、国土面積の 95％、全人口の 97％を裨益対象とするサービスエリア

を想定していた。そのための送信所サイトとして、ウランバートル、アルタイ、ムルン

の 3 ヵ所を選定し、それぞれ 50kW、10kW、10kW の送信設備の設置を要請してきた。

そこで、電波受信のための電界強度としては 50dBµV/m 程度を目安とし、不安定要素を
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有する電離層の状態に応じて、一日のうちで昼夜の別、さらに季節ごとに昼夜の別で送

信周波数を切り換えることによって、前述のサービスエリアならびに電界強度を確保す

ることとした。本プロジェクトで想定しているサービスエリアを基本設計図 C-11 に示

す。 

(2) 事業の継続性を確保するための措置 

供与されるラジオ送信設備が長期的かつ効率的に運営維持されるようにするためには、

MRTV にとって運営維持管理費の原資となる放送収入の増大が不可欠である。しかし、

公共放送であるがゆえに CM 料の大幅な増加は見込めず、実質的には支出の削減という

措置が現実的である。 

既存の送信所では、運営維持管理費の 80%近くを占めるのが送信設備の運転に伴う電気

代である。老朽化した送信設備を省エネ効果の高い送信設備に更新することによって、

運営維持管理費は大幅に削減できると考えられる。したがって、省エネ効果の高い設備

の導入を念頭において本プロジェクトの基本計画を行う。 

(3) 運営維持管理に関する配慮 

本プロジェクトの実施に伴って供与される最新の送信設備を効率的かつ長期的に運用

するためには、現地の実情に即した機材を選定する必要がある。そこで、機材の選定に

あたっては、 
 
① 過酷な自然条件に耐える技術的仕様を有する機材であること 
② 汎用性、堅牢性に優れた機材であること 
③ 多数の稼動実績を有し運営維持管理がしやすい機材であること 
 
などの具備条件を満たす機材を選定する。 
 
既存設備は旧ソ連製であるため、これに係る図面、取扱説明書、機器銘板などは、すべ

てロシア語で記載されている。新規設備に対しては、英語を使用言語とするものの、運

転保守上の重要個所に対する表記はモンゴル語併記とするなど、維持管理上の配慮が必

要と考えられる。 

送信所スタッフの実務能力の底上げも運営維持管理上、不可欠であり、そのための教育

訓練を行う方策としてソフトコンポーネントを導入する。 

(4) 現地の過酷な自然条件の設計への反映 

各サイトの厳寒期の気温は－30°C～－40°C に達するため、送信設備の設計にあたっては

特段の寒冷地対策が必要である。送信設備の冷却方式には、主として強制空冷方式と強

制水冷方式があるが、寒冷地対策上は強制空冷方式のほうが有利である。この方式を適

用する場合、外気吸入口への除塵フィルターの設置および機器本体の空気取り入れ口へ

のフィルターの設置が必要である。 
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各サイトとも厳寒期の凍結深度が 3.4～3.9m に及ぶため、凍上防止上、アンテナ用基礎

の深さは凍結深度以下に下げる必要がある。 

(5) 受信機の性能に見合った可聴レベルの設定 

地方部の住民（牧民）が市場（ザハ）で一般的に購入しているラジオ受信機は、ロシア

製と中国製の普及形であり、受信性能は決して高いとはいえない。しかし可処分所得が

低い現実を考えると、牧民が容易に購入できるラジオ受信機を前提として可聴レベルを

設定する必要がある。 

「モ」国側実施機関である MRTV によれば、「モ」国内で広く使われているのはロシア

製の受信機であり、可聴レベルの設定にあたっては、この受信機の受信性能を一例とし

て考慮に入れるのが妥当とのことである。この受信機は長波、中波、短波（6 バンド）

を受信可能であり、1.6～21.75MHz の短波帯をカバーしている。短波帯の感度は 75µV/m、

音声出力は 150mW である。この受信機は 38dB まで可聴できることから、サービスエリ

ア内の最低電界強度の目安を 40dB とするのが妥当と考えられる。 

(6) 既存送信設備の運用に支障をきたさないための設計上・工事上の配慮 

既存送信所には運用中の送信機、アンテナ、電源設備、伝送回線などがあり、ラジオ番

組の送信を継続中である。本プロジェクトにおいては、これらの既存設備の一部を流用

あるいは再利用することとしており、そのためには既存設備の一時的な停電あるいは運

用停止などの措置が必要になってくる。その場合であっても、運用停止期間を最小限に

抑えるような設計上の配慮が不可欠である。 

建設中においても運用中の機器類に近づいて作業することもありうるが、この場合も運

用に支障をきたさないような措置が必要になる。いずれもプロジェクトの実施段階で

「モ」国側との綿密な協議が不可欠である。 

(7) 安全対策 

既存設備の計画的な停電あるいは運用停止などの措置を講じる場合、人体および機器類

の安全確保が最優先課題である。また、新たに設置される送信機、アンテナなどの設備

に対しては、部外者が容易に立ち入れないような措置、例えば、 
 
① セキュリティの確保（守衛による 24 時間監視体制、フェンスの構築あるいは補修、

入口の多重防護） 
② 重要機器の操作スィッチを関係者以外が容易に操作できないようにするための措

置 
③ 送信機内部への不用意な立ち入りを制限する機械的インターロックの設置 
 
などの安全対策が必要である。 
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3-2-2-2 予定地の状況 

(1) 既存建屋および屋内設備の状況 

送信設備の設置にあたっては、既存建屋および建屋内設備が最低限具備されていなけれ

ばならない。そこで、対象サイトにおける現況を調査したところ、以下のとおりであっ

た。 

1) ウランバートル送信所 

既存送信所の建屋は 1958年に建設された総延床面積約 1,700㎡の鉄筋コンクリート

造 2 階建てである。建屋は、事務所、休憩所、便所などからなる管理部門と送信機

械室、電気室、制御室などの機器部門とが効率よく配置されており、送信所として

所定の水準を満たしている。 

① 建屋状況 

MRTV によれば、既存の建屋は全体的に老朽化が進行しており、構造上の問題

が指摘されているとのことである。特に 1 階 D 通りの 7、8 柱間と 2 階 D 通り

の 8、9 柱間の壁に大きな亀裂を生じている個所が散見される。これに対して

は、エポキシ樹脂等の注入による補強を施すことも考えられるが、詳細な調査

とその結果を踏まえた対策が必要である。 

本プロジェクトの実施に伴って複数の壁に対する開口工事が必要になること

から、強度上の問題が発生しないよう、細心の注意と対策が必要である。 

② 機器搬入口 

局舎の中央部分 2 階に 50kW 送信機を設置するため、壁の一部を拡幅する必要

がある。送信機の搬入時にはトラッククレーンが必要になる。 

③ 機器設置スペース 

50kW 送信機の設置を予定している 2 階の機器室は、以前ロシア製 50kW 送信

機 2 台が設置されていた部屋で、機器設置のためのスペースが十分にある。 

④ 機器基礎 

シュミットハンマーで既存基礎の圧縮強度を実測したところ 1,500N/cm2 程度

であった。これに対し、新設送信機の単位面積あたりの荷重は 0.9N/cm2程度と

非常に小さく、既存基礎におよぼす荷重上の影響はほとんどない。 
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⑤ 電源・制御ケーブルのルート 

既存のケーブルダクトおよびフロアダクトの利用が可能である。しかし、これ

らのダクト内にケーブルを敷設する場合、ケーブル支持器具などの取付けが必

要である。 

⑥ アンテナ用フィーダーのルート 

アンテナシステムの設置に伴い、オープンタイプのフィーダーと接続するため

の壁貫通口が必要になる。 

⑦ 建屋内の換気・冷暖房システム 

建屋自体の換気・冷暖房システムについては、現在特に問題なく使用されてい

るので、現状のままでよいと考えられる。 

2) ムルンおよびアルタイ送信所 

既存送信所の建屋は 1975 年に建設された総延床面積約 700 ㎡の鉄筋コンクリート

造平屋である。建屋は、事務所、休憩所、便所などからなる管理部門と送信機械室、

電気室、制御室などの機器部門とが効率よく配置されており、送信所として所定の

水準を満たしている。 

① 建屋状況 

既存の建屋は現在、特段の問題もなく使用されている。壁の一部に亀裂がある

が、建家の構造的な劣化は特に見受けられない。 

② 機器搬入口 

送信機室の左側部分に 10kW 送信機を設置するため、通路扉または壁の一部を

拡幅する必要がある。その他に問題点は見受けられない。 

③ 機器設置スペース 

10kW 送信機 2 台を設置するためのスペースは、多少手狭ではあるものの、確

保できる状態にある。 

④ 機器基礎 

シュミットハンマーで既存基礎の圧縮強度を測定したところ 1,350N/cm2 程度

であった。これに対し、新設送信機の単位面積あたりの荷重は 0.5N/cm2程度と

非常に小さく、既存基礎におよぼす荷重上の影響はほとんどない。 
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⑤ 電源・制御ケーブルのルート 

既存のケーブルダクトおよびフロアダクトの利用が可能である。しかし、これ

らのダクト内にケーブルを敷設する場合、ケーブル支持器具などの取付けが必

要である。 

⑥ アンテナ用フィーダーのルート 

アンテナシステムの設置に伴い、同軸ケーブルタイプのフィーダーを屋外へ引

き出すための壁貫通口が必要になる。 

⑦ 建屋内の換気・冷暖房システム 

建屋自体の換気・冷暖房システムについては、現在特に問題なく使用されてい

るので、現状のままでよいと考えられる。 

(2) サイト予定地としての適否に関する検討 

本プロジェクトでは、既存の送信所に短波送信設備を設置するものであり、設置予定地

はいわば所与条件である。しかし短波送信設備が所期の機能を発揮することを確実にす

るためには予定地の適否を検討することが不可欠である。以下に送信所の立地要件のう

ち基本項目を列挙し、その要件を満足しているか検討する。 
 
① 送信所内に局舎、アンテナ鉄塔、接地などを合理的かつ堅固に設置できる敷地があ

ること 
② 送信所を取り巻く環境、特に風、雪害、雷害などの影響が極力避けうる場所である

こと 
③ 既存の無線局に妨害を与えたり妨害を受けたりする場所でないこと 
④ 電力線の引き込みが容易であること 
⑤ 建設機械の運搬が容易であること 
⑥ 建設後の保守運用が容易な場所であること 
⑦ 雑音や季節による電界変化が少ない良好な受信が確保できること 

既存の 3 送信所は、これらの立地要件をほぼ満たした場所に建設されている。ウランバ

ートル送信所では、現在も一部の国内、海外向けの大中規模の短波送信設備が運用され

ている。アルタイ、ムルンの両送信所においても、1997 年まで中規模の短波送信設備が

運用されていた。これまで立地上の問題に起因するトラブルは発生しておらず、短波送

信設備の設置予定地としての基本的条件は満たしていると考えられる。 

既存局舎内への短波送信設備の設置にあたっては、以下のような措置が必要である。 
 
① 短波送信設備の設置予定箇所を送信機類の設置に適した基礎構造に改修すること 
② 屋外から送信機類の搬入ができるように通路扉を拡幅あるいは外壁を改修するこ

と 
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③ エアダクト、フィーダー、ケーブル等の床・壁貫通部分に対する開口・補修を行う

こと 
④ 既存の換気・冷暖房システムと整合性の取れた合理的な冷却システムを計画するこ

と 
⑤ 番組伝送回線（STL システム）の改修を行うこと（ウランバートル送信所） 
⑥ 電源事情が悪いため非常用発電装置を設置すること（アルタイ送信所） 

3-2-2-3 短波送信設備の基本構成 

(1) 運用方式に関する検討 

現在「モ」国の放送時間は 1 日 17 時間である。既存の送信所には実質的に 2 台以上の

送信機が設置されており、1 台は 17 時間の運用を行い、放送時間終了後に点検保守を行

ったうえで休止させ、もう 1 台は翌朝の放送のための準備を行い、同じく 17 時間の運

用を行っている。放送時間は 17 時間であるものの、それ以外の点検保守・準備作業な

どに数時間を必要としているのが実態である。送信機に故障や不具合が発生したときに

は予備の送信機を立ち上げて、放送の中断がないように「現用/予備方式」（運用切替方

式）を採用している。 

近い将来、放送時間が延長された場合、点検保守・準備作業などに必要とされる時間は

ますます減少させざるを得ず、それだけ送信設備への負荷は大きくなり、結果として寿

命を短縮させることになりかねない。そのような負担を軽減させ延命化を図りつつ送信

の安定性・信頼性を確保しようとするのが運用切替方式である。 

送信設備を 1 台だけ設置した場合、このような延命化、安定性・信頼性の確保が期待で

きないため、故障・事故の発生が即座に「送信不可」「放送中断」に直結する。公共放

送では、このような事態の発生はあってはならないことであり、短波送信設備が送信不

可となれば、既存の中波・長波送信設備の運用を余儀なくされる。 

以上の点を踏まえ、運用切替方式を適用した場合、ウランバートル送信所に 50kW+50kW、

アルタイ送信所に 10kW+10kW、ムルン送信所に 10kW+10kW の短波送信設備を設置す

ることになる。一方、ウランバートル送信所には 100kW の短波送信機（TSW-100）が

1979 年に設置されており、50%程度にまで出力が低下しているものの、「モ」国側はこ

の送信機を 50kW 予備機として運用することが可能と説明している。そのため、ウラン

バートル送信所には 50kW 機 1 台だけ設置することも、当面の措置と考えられる。これ

を仮に「運用切替予備方式」とする。 

これまでに述べた「要請書方式（現用 1 台方式）」、「運用切替基本方式」、「運用切

替予備方式」を総合的に比較検討した結果を表 3-2 に示す。これらの方式の中で放送の

継続性・安定性と事業規模（予算上の制約）の要件を満たす送信設備と考えられるのは

「運用切替予備方式」であり、この方式を本プロジェクトにおける適用方式とする。図

3-1 に各送信所に設置される短波送信設備の機器構成を示す。 
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表 3-2 送信設備の基本構成に関する比較検討 
 

送信所 
要請書方式 

（現用 1 台方式） 
運用切替基本方式 
（現用/予備方式） 

運用切替予備方式 
（本プロジェクト適用方式） 

ウランバートル 50kW 50kW+50kW 50kW（既存送信機を継続運用） 
アルタイ 10kW 10kW+10kW 10kW+10kW 
ムルン 10kW 10kW+10kW 10kW+10kW 
送信機台数 

50kW 
 10kW 

 
1 台 
2 台 

 
2 台 
4 台 

 
1 台 
4 台 

送信の信頼性・
継続性 

△ 
（劣る） 

◎ 
（優れている） 

○ 
（良好） 

初期事業費 ○（小） △（大） ○（中） 
短  評 バックアップ用とし

て既存の中波・長波
の継続運用が前提と
なるが、長期的な対
応が困難である。 

基本計画として最も
合理的であるが、予
算規模が要請書方式
よりも大きくなるの
が難。 

送信の継続性はある程度、犠牲
にされるが、予算の制約を受け
る場合のやむを得ない措置と
して適用可能である。 
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図 3-1 短波送信設備の機器構成 
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(2) 適用技術に関する検討 

本プロジェクトでは、「3-2-1-7 機材のグレードの設定に係る方針」で述べた要求条件

を満たす機材を調達する。特に送信機への適用技術に関しては、短波放送用としてすで

に実証された技術であることが求められる。さらに、その技術を適用した送信機が容易

に調達でき、しかも多数の良好な稼動実績を有しているという条件を満たす必要もある。

そのような技術を念頭において、無償資金協力事業の枠組みに沿って最適と考えられる

技術を検討し、本プロジェクトへの適用を提案する。 

1) アナログ方式とデジタル対応 

振幅変調方式を適用した中波放送においては、現状のアナログ方式からデジタル方

式への移行を目指した動きがある。特に欧州では DRM（Digital Radio Mondiale）方

式を放送デジタル化の世界統一方式として制定しようとの活動が行われている。こ

の DRM 方式は、ITU でも取り上げられ、制定化が進んでいる。現在は、統一規格

作りのためのフィールドテストを行っている段階である。 

短波放送のデジタル化については、近い将来に開催される世界無線通信会議（World 
Radio Communication Conference: WRC）において特定の放送周波数帯でのデジタル

放送を許可する決定を下す可能性がある。現在、短波アナログ放送の終了時期は

2015 年 12 月 31 日とされているが、その時期についてはデジタル対応の送信機と受

信機の普及状況を考慮したうえで見直されるようである。 

現在、実証された技術を適用して多数の良好な稼動実績を有する短波放送用送信機

は、アナログ方式に限られている。アナログ方式の送信機をデジタル対応に変更す

ることは技術的に可能であるが、そのメリットがデメリットを上回る状況下にない

ため、変更が行われた例は皆無である。したがって、本プロジェクトで調達される

短波送信機への要求条件を満たす方式としては、現行のアナログ方式を採用する。 

2) 真空管方式と全固体化方式 

現在、10ｋＷおよび 50ｋＷクラスの短波放送用送信機で国内外の市場から広範に調

達できる送信機には、真空管方式が適用されている。このクラスの送信機に全固体

化方式が適用されている例は皆無といってよい。全固体化方式を適用した場合、経

年劣化による出力低下や特性劣化がない、真空管の定期的交換が不要であるといっ

た、真空管を採用しないことから生じるメリットが考えられるが、そのメリット以

上にデメリットの方が多いというのが現状である。 

短波通信用送信機で全固体化方式が適用されている例はあるが、これも小出力かつ

低音質でよいといった通信特有の要求条件を満たせるからであり、本プロジェクト

のような大出力、高音質を求められる放送用には適さない。したがって、本プロジ

ェクトでは真空管方式を採用することとし、その適用範囲は被変調増幅部（PA）と

変調増幅部（MOD）に限り、それ以外は固体化することを原則とする。 
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3) 変調方式 

短波放送用送信機の変調方式には、終段ハイレベル変調方式、PSM（Pulse Step 
Modulator）方式、直列変調方式（PWM: Pulse Width Modulation 方式あるいは PDM: 
Pulse Duration Modulation 方式とも呼ばれる）といった方式がある。PSM 方式も、変

調方式としては終段ハイレベルプレート変調といえる。終段ハイレベルプレート変

調方式は、技術が確立している、動作が安定している、長年にわたって多数の実績

がある、といった特徴があるため、国内外の市場で調達できる短波放送用送信機に

広く適用されている。したがって、本プロジェクトでは終段ハイレベル変調方式を

採用する。 

以上のとおり、本プロジェクトへの適用技術としては、アナログ方式、真空管方式、終

段ハイレベルプレート変調方式とする。ただし、これらと機能・性能面で同等以上であ

って、これまでに述べた要求条件を満たすものであれば、それらの技術の適用も許容さ

れるものとする。 

(3) 冷却方式に関する検討 

本プロジェクトに導入される 50kW 以下の送信機の冷却方式としては、以下の要件を満

たす必要がある。 

① 過酷な自然条件下に置かれても技術上・運用上の問題が発生しないこと 

② 運転保守上の負担が過度にならないこと 

③ 類似の条件下で運用された実績があること 

既存 3 送信所においては、いずれも冬季の外気温度が－40°C にも達する過酷な気象条件

下に短波送信設備が設置される。そのような条件下で長期にわたって信頼度の高い運用

を求められる送信機の冷却方式としては、取り扱いが容易でシステム構成も簡素になる

強制空冷方式が最適と考えられる。さらに、送信機を運用する「モ」国側の立場からは、

メンテナンスが容易であってそのコストが少なくてすむ冷却方式が望ましく、この点か

らも強制空冷方式の適用が有利と考えられる。これらの点を踏まえ、本プロジェクトで

は、強制空冷方式を適用する。 

強制空冷方式を適用するうえでの留意点としては、空気中の塵などによって機器の汚れ

が引き起こされる懸念があるという点である。したがって、冷却システムの設計にあた

っては冷却空気の取り入れ方法について十分な配慮を払う必要がある。 

(4) 番組伝送システムに関する検討 

1) ウランバートル送信所 

ウランバートル送信所用の番組伝送システム STL（studio-to-transmitter link）は、ウ

ランバートル市内にある MRTV の放送会館で制作されたラジオ番組をバヤンズル
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ク（Bayanzurukh）中継所を経由してウランバートル送信所に送る機能を持っている。

この STL は現在、以下の問題点を抱えながら運用されている。 
 
① 受信電波に多くのノイズが含まれており良好な聴取ができない（受信評価がき

わめて低い） 
② 現用回線が 1 本のみであり、このシステムにトラブルが発生するとすべての番

組の送信が中断される 

このような状態を放置したまま本プロジェクトを実施すると、①の問題、すなわち

サービスエリアの縮小、可聴レベルの低下といった問題の発生が懸念される。この

問題は音声品質上の問題が主であり、「モ」国の現状を踏まえると、ある程度は受

容できる性格の問題かもしれない。しかし、②の問題は放送中断という事態を招き

かねないという点で深刻である。 

既存の STL システムは 1996 年に建設されてから「モ」国の国内放送、海外放送を

問わず、また短波、中波、長波の放送形態を問わず、さらに電話通信も含めてすべ

てマイクロ回線 1 本に依存している。この 1 本の脆弱な回線に何らかの事故が発生

すると、すべての放送は即座に中断する。放送システム全体の信頼性・継続性とい

った観点から見ると、本件は本プロジェクトと密接不可分の関係にあり、STL シス

テムの増強は必要不可欠である。 

2) ムルン／アルタイ送信所 

ウランバートルからムルンあるいはアルタイまではインフラ省郵便通信庁の管轄

下にある無線伝送回線を利用し、ムルンあるいはアルタイ中継所から地方通信局を

経て送信所まで地中通信ケーブルで番組を伝送している。伝送回線は老朽化してい

るが、番組伝送には支障を来たしておらず、当面の使用には耐えると見られる。中

継所は 40～50km 間隔で設置されており、使用電波の周波数は 3GHz である。また、

通信ケーブルによる番組伝送に使用されている周波数は 50～10,000Hz とのことで

ある。 

3-2-2-4 基本設計 

(1) 適用規格・設計条件 

1) 適用規格・規準 

「3-2-1-4 建設事情／調達事情に対する方針」に基づいて、本プロジェクトにおい

て調達対象となる装置・機器・材料などの設計・調達・製作・据付に際しては、以

下の国際規格および日本国内規格を適用する。 
 

・ 国際電気通信連合（ITU）技術指針 
・ 国際電気標準会議（IEC）技術指針 
・ 日本工業規格（JIS） 
・ 日本電機工業会(JEM) 
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・ 日本電子機械工業会（EIAJ）  
・ 日本電気学会規格調査会(JEC) 
・ 日本ケーブル標準規格(JCS)  

2) 電源方式 

既存送信所内の配電方式は三相 4 線式 380/220V、中性線接地方式であり、周波数は

50Hz である。この配電系統はこれまで特に問題もなく運用されてきているため、

本プロジェクトで調達される短波送信設備の電源としてそのまま使用する。各送信

所とも短波送信機が設置される部屋の近傍に 380/220V 分電盤が配置されているこ

とから、この分電盤から短波送信設備用として 1 ヵ所に集約される新設分電盤まで

ケーブルで引き込む。 

ウランバートル送信所では商用電源をそのまま使える状態にあるが、アルタイ、ム

ルン両送信所では商用電源による電力供給が不安定で停電が頻発している。そこで、

サービスエリアをより広く網羅できるアルタイ送信所に対しては、商用電源の停止

時にも短波送信設備の運用を継続させるための措置として、非常用発電装置を設置

する。この非常用発電装置の配電方式は、三相 4 線式 380/220V、中性線接地方式と

する。 

3) 設計に適用するサイト・気象条件 

「3-2-1-2 自然条件に対する方針」に基づいて、本プロジェクトにおいて設計に適用

するサイト・気象条件は表 3-3 に示すとおりとする。 
 

表 3-3 設計に適用するサイト・気象条件  
 

送信所 ウランバートル アルタイ ムルン 

緯度 Ｎ47°55′ Ｎ46°30′ Ｎ49°30′ 

経度 E107°00′ E96°10′ E100°10′ 

高度（MSL） 1,500m 2,200m 1,500m 

温度 -29℃～＋27℃ -38℃～＋32℃ -40℃～＋37℃ 

相対湿度 ～80％ ～90％ ～80％ 

最大年間降雨量 329mm 225mm 305mm 

最大日間降雨量 100mm 100mm 100mm 

最大瞬間風速 45m/sec. 45m/sec. 45m/sec. 

地震係数 kh 0.2 0.2 0.2 

凍結深度 GL-4.6m GL-4.4m GL-4.3m 

 



3 - 24 

(2) ウランバートル短波送信設備 

ウランバートル送信所に設置される 50kW 短波送信設備の基本設計、基本配置、運用計

画、STL システムについて、その概要を以下に述べる。 

1) 基本設計 

基本設計に関する検討結果を以下に述べるとともに、基本系統を基本設計図 U-21
と U-22 に示す。 

① 送信機の構造 

送信機の主要部品である送信管は、被変調増幅部（PA）に 1 本、変調増幅部

（MOD）に 2 本の計 3 本を最大本数とする。送信管以外の高周波増幅段（励振

器、高周波増幅器および発振器）、音声増幅段（音声ドライバ、音声増幅器）、

および制御回路などはすべて固体化することとし、それによって効率化、簡素

化を図るものとする。 

送信機は一体化された筐体とし、その中に電源回路を含めすべての機材が実装

されるような形状とする。送信機本体の外形を参考として基本設計図 U-31 に

示す。 

送風機は冷却用空気の送排気の自由度を得るために送信機とは別置きとする。

また、塵埃等による送信機内部の汚れを防止するために、送風機の空気取入口

にフィルターを設ける。 

送信機内部には非常に高い直流高電圧や高周波電圧がかかる。そこで、運転保

守員の安全を確保するための保安装置としてキー方式のメカニカルインター

ロックを導入することとし、これを送信機のドアに装備する。 

② 送信機の冷却装置 

送信機の送信出力が大きくなるに従い冷却用として取扱う空気量も多くなり、

送信機室の室内空気だけでは冷却用として不足する。また、送風機が大型にな

るため騒音問題も発生する。このような問題を解決するために、密閉構造の部

屋に送風機を設置し、空気の取入口を一元化するとともに騒音をシャットアウ

トする。 

送信機は空気中の塵埃によって性能が劣化することから、これを避けるため冷

却用空気を清浄化する必要がある。そこで、送風機室空気取入口に 2 段のフィ

ルターを設け、このフィルターで清浄化された空気を送信機に送り込む方式を

採用する。 
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送信機から放散された熱空気は、排風ダクトに装備された排風機、ボリューム

ダンパ、チャッキダンパを経由して屋外に導かれる。ダンパを手動操作するこ

とによって、この熱空気を暖房に利用することができるような装置構成にする。 

以上の検討結果を踏まえた冷却装置の全体像を基本設計図 U-32 に示す。 

③ 送信機の同軸装置 

同軸装置は、同軸切替器、ダミーロード、同軸フィーダーから構成され、送信

機の出力をアンテナシステムの入力ポイントに相当するバルントランスまで

伝送する役割を果たす。各構成機器の概要は以下に示すとおりである。 

a) 同軸切替器 

送信機の出力は、まず同軸フィーダーによりこの同軸切替器に伝送される。

同軸切替器は、高周波電力の切替え・伝送を行う機能を持っているため、

その接触部分には格段の考慮を払うこととする。 

同軸切替器にはいくつかの方式があるが、モーター駆動方式は構造が密閉

タイプであり、塵埃の多いところでは特に効果的なので、本プロジェクト

ではこの方式を採用する。 

この同軸切替器は入力 2 点、出力 2 点の 4 極構造とする。これによって、

2 台の送信機の出力が同軸切替器に接続され、それぞれの出力はダミーロ

ード側およびアンテナ側に伝送される。 

b) ダミーロード 

ダミーロード（疑似負荷）は、送信機を調整する際、実際のアンテナシス

テムを使う代わりにテスト負荷として使用されるものである。ダミーロー

ドの冷却方式には種々あるが、送信機と同一の理由により、強制空冷方式

を適用する。この方式を適用したダミーロードでは、冷却ブロアを内蔵し

た筐体構造とするのが一般的であり、本プロジェクトでもそのような構造

とする。 

c) 屋内同軸フィーダー 

局舎内の他の機器への高周波放射を極力抑制するために、密閉構造の同軸

フィーダーを使うこととする。この同軸フィーダーは各機器間の高周波電

力を伝送することから純度の高い材料を使った導管形の構造を採用する。 

④ アンテナシステム 

本プロジェクトではサービスエリアが国内に限定されるため、アンテナからの

電波は主に真上を向いて放射される。すなわち無指向性のアンテナが必要とさ
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れる。この型式のアンテナでは、その垂直指向特性が重要であり、利得（ゲイ

ン）が大きいほど有利となる。 

アンテナシステムは、以下の要素から構成される。 
 
a) アンテナ本体 
b) フィーダー 
c) バルントランス 

アンテナ本体は、高さ約 40m の 2 本の鉄塔によって支持される構造とし、その

据付けスペースとして100m×97m程度を必要とする。アンテナのゲインは9dBi
以上とし、入力インピーダンスは 300Ωとする。フィーダーは平行 4 線式、出

力インピーダンスは 300Ωとする。フィーダーポールは高さ 3.5m 程度が適当で

ある。 

既存 3 送信所の共通点として、冬季の凍土の問題がある。そこで、鉄塔やフィ

ーダーポールを始めとした基礎部分の設計にあたっては、凍結深度を踏まえ、

凍上が発生しないよう特別な配慮を払うこととする。 

アンテナシステムの基本構成、アンテナ本体の外形、フィーダーなどの詳細に

ついては基本設計図 U-61～U-64 に示すとおりである。 

2) 基本配置 

基本配置に関する検討結果を以下に述べるとともに、システムの全体配置を基本設

計図 U-11 に示す。 

① 送信機設置場所の選定 

50kW 送信機およびその周辺装置類は、 

i) 機器設置のためのスペースが必要十分にあること 

ii) アンテナ本体の設置場所とフィーダールートの方向から見て合理的な配置
にあること 

iii) 既設分電盤からの電力供給が容易に行えること 
 

などの要求条件を満たす場所として、送信所内中央棟の 2 階の空き部屋に設置
することとした。 

この部屋には以前、短波送信機が据え付けられていたこともあって、当時のユ

ーティリティや機器配置を有効活用できるといった利点がある。すなわち、 

i) 既存の音声ライン端局が近くに位置するため音声入力系の距離が短く済む
こと 

ii) 運転保守員が常駐している監視制御室が近くにあるため送信機の監視制御
が容易であること 
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iii) 下階（1 階）の近くには利用可能な分電盤があってケーブルこう長が最短
ですむこと 

iv) 送信機室の真下の 1 階に冷却空気を取り入れる送風機室を確保できること 
 

といった好条件下にあり、50kW 送信機の設置場所としては適切と判断される。 

② 送信機の機器配置 

基本設計図 U-12～U-15 に送信機器類の配置を示す。図 U-13 において 2 階入口

から見て通路の右側には 50kW 短波送信機が設置されており、低出力での運転

を余儀なくされながらも稼働中である。通路の左側に位置し、現在、空きスペ

ースとなっている部屋を本プロジェクトの 50kW 送信機室とする。 

送信機およびダミーロードはいずれも強制空冷方式によって冷却される。そこ

で、冷却用空気の合理的な取入れ・排気、ならびに送風機騒音の抑制を図る観

点から、送風機とダミーロードを送信機室の真下の 1 階面にあるトランス室に

設ける。このトランス室はいくつかの小部屋に分かれており、現在使われてい

ないトランスが各部屋に収納されている。このトランスは各小部屋から屋外に

レール上で容易に引き出せる構造になっている。トランスを含む小部屋内の収

納物はすべて「モ」国側が撤去することになっている。 

中央部分の小部屋（中央小部屋）を空気取入室とし、両側にある小部屋にそれ

ぞれ送風機、ダミーロードを配置する。中央小部屋の入口扉にエアフィルタを

設けることとし、そのフレームを取り付けられるような構造に改造する。両隣

りの小部屋の壁面にも同様にエアフィルタを取り付ける。 

③ 床・壁の一部補修・加工 

送信機の設置場所は機器配置上、好条件下にあるものの、かつて据え付けられ

ていた短波送信機の基礎やフロアダクトが撤去されずにそのまま放置されて

いる。このような状態では、本プロジェクトで設置される 50kW 送信機および

その周辺装置類の基礎としては流用できない。据付け工事前に床面の補修工事

を行う必要がある。 

送信所に搬送されてきた送信機を 1 階から 2 階の送信機室に運搬できるだけの

搬入スペースがないため、送信機を屋外から直接 2 階の送信機室に搬入するた

めの搬入口設置工事が必要である。さらに、送信機冷却装置の排風ダクトを屋

外と連絡させるための壁面開口工事も必要である。 

これらの工事は、既存建屋の床・壁の一部の加工を伴うことから、すべて｢モ｣

国側の負担工事とすることが「モ」国との間で確認されている。その実施にあ

たっては、建屋の構造上の強度を低下させることがないよう「モ」国側の専門

家が技術的な検討を行い、問題がないことを確認することになっている。 
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④ アンテナシステムの配置 

ウランバートル送信所は、国内および海外に向けて長波、中波、短波の各放送

を行っている中央局であり、敷地内には局舎を取り巻くように各種アンテナお

よびフィーダーポール群が多数林立している。局舎近くのスペースは、これら

アンテナのフィーダーおよびフィーダー切替器で占有されており、利用可能な

空きスペースはきわめて少ないのが実態である。 

新設される 50kW アンテナ本体の据付スペースとしては、既設アンテナ No.9
と No.10 の間のスペースがその条件を満たしている。アンテナのフィーダー長

は多少長くなるが、ここにアンテナを設置することとした。No.9、No.10 のア

ンテナは、いずれも国内向け短波放送用であるが、現在は使用されていない。 

新設アンテナの設置場所は、大電力送信用アンテナから離れた位置にあり、そ

のメインビーム方向ともずれているので、相互の電波干渉は少ないと考えられ

る。50kW 送信機のフィーダー出口と 50kW アンテナとを結ぶ線上で、フィー

ダー出口から約 50m にわたり既設フィーダーと何条も交差する個所がある。そ

の交差を避けるために、この 50m の区間だけ新設フィーダーの高さを約 6m と

する。 

基本設計図 U-61 に新設 50kW アンテナとフィーダールートおよび送信機室と

の配置関係を示す。 

3) 運用計画 

本プロジェクトの実施に伴い、新設される短波送信設備は以下のとおり運用される

ことを想定して計画する。 

本送信所のサービスエリアにおいて、良好な信号強度でチャンネル－1 を受信でき

るように、季節ごと・時間帯ごとに本送信所に割り当てられている周波数

（4,850/7,260/9,305kHz の 3 波）を適切に切替えるように運用する。表 3-4 に半径

700km 程度のサービスエリア内で聴取可能な電界強度を得られる周波数を基準月

と時間帯別に選定し、周波数切替え例として示した。一日のうちで複数の周波数を

切替えるのは、聴取者にとって負担になりかねないため、可聴レベルを確認しなが

ら周波数切替え回数を少なくするような運用が望ましい。これは、アルタイ、ムル

ン両送信所の運用についてもいえることである。 

本送信所においては、本プロジェクトで設置される 50kW 送信設備をチャンネル－

1 専用として常時運用する。この送信設備になんらかの故障や不具合が発生し、継

続運用が困難になった場合は、国内向け放送チャンネル－2 に使われている既存の

100kW 短波送信設備（TSW-100）を一時的にチャンネル－1 用として代替させる。

50kW 送信設備が復旧したときはチャンネル－1 を送信し、100kW 短波送信設備は

チャンネル－2 を送信するような運用を行う。 
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表 3-4 ウランバートル短波送信設備の周波数切替え例 
 

SSN=10 SSN=100 SSN=150 
周波数(ｋHz) 周波数(ｋHz) 周波数(ｋHz) 

基準月 現 地  
時間帯 

4,850 7,260 9,305 4,850 7,260 9,305 4,850 7,260 9,305 
6-9 ｘ    ｘ   ｘ  

10-17  ｘ    ｘ   ｘ 
3 月 

18-22 ｘ    ｘ   ｘ  
6-9 ｘ    ｘ   ｘ  

10-17  ｘ    ｘ   ｘ 
6 月 

18-22 ｘ    ｘ   ｘ  
6-9 ｘ    ｘ   ｘ  

10-17  ｘ    ｘ   ｘ 
9 月 

18-22 ｘ    ｘ   ｘ  
6-9 ｘ   (ｘ) ｘ  (ｘ) ｘ  

10-17  ｘ   (ｘ) ｘ  (ｘ) ｘ 
12 月 

18-22 ｘ   (ｘ) ｘ  (ｘ) ｘ  
（注） 表中、「ｘ」はその周波数で運用することによって所要電界強度が得られることを意味する。「（x）」

は必要に応じてその周波数で運用することが望ましいことを意味する。SSN は太陽黒点数（Sun Spot 
Number）の略である。 

4) STL システム 

ウランバートル放送会館、バヤンズルク中継所、ウランバートル送信所の 3 ヵ所を

結ぶ STL システムを設置する。既存の鉄塔や機器収納小屋はそのままとし、新規の

VHF 帯送受信ユニットならびに同用アンテナだけを調達し、その据付やアンテナ用

ポールの調達・設置は「モ」国側負担工事とする。詳細は、基本設計図 U-23 に示

すとおりである。 

5) 電気設備 

本短波送信設備の電源としては、既存の 380V/220V 分電盤を利用する。この分電盤

内の母線に直接ケーブルを接続し、新設 AVR & PDB に電力を供給する。ここから、

さらに送信機や周辺装置類に配電する。本短波送信設備の電源系統を基本設計図

U-41 に、接地系統を図 U-51 に示す。 

(3) アルタイ短波送信設備 

アルタイ送信所に設置される 10kW 短波送信設備の基本設計、基本配置、運用計画につ

いて、その概要を以下に述べる。 

1) 基本設計 

基本設計に関する検討結果を以下に述べるとともに、基本系統を基本設計図 A-21
と A-22 に示す。 
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① 送信機の構造 

送信機の主要部品である送信管は、被変調増幅部（PA）に 1 本、変調増幅部

（MOD）に 2 本の計 3 本を最大本数とする。PA および MOD 以外の回路はす

べて固体化することとし、それによって効率化、簡素化を図るものとする。 

送信機は一体化された筐体とし、その中に送風機を含むすべての機材が実装さ

れるような形状とする。送信機本体の外形を参考として基本設計図 A-31 に示

す。 

送信機には保安装置としてキー方式のメカニカルインターロックを設ける。 

② 送信機の冷却装置 

10kW 送信機は所要冷却風量が少ないので、室内の空気を冷却用空気として取

入れ、これを排風ダクトによって屋外に排出する。排風ダクトには排風ファン、

ボリュームダンパおよびチャッキダンパをつけて、夏季には熱空気を屋外に排

出し、冬季には室内に放出し、暖房にも使えるような装置構成とする。なお、

空気中に塵埃が多い点を考慮し、高性能フィルターを装備したフィルターボッ

クスを設け、塵埃を除去する。冷却装置の全体像を基本設計図 A-32 に示す。 

③ 送信機の同軸装置 

10kW 送信機の同軸装置は、基本的に 50kW 送信機と同一の設計コンセプトに

基づいた構造とする。 

④ アンテナシステム 

10kW アンテナシステムは、50kW アンテナシステムと同様、広帯域を網羅する

無指向性のアンテナとする。その構造も基本的には 50kW アンテナシステムと

同様とする。ただし、送信機出力インピーダンスがアンテナインピーダンスと

同じく 50Ωであるため、バルントランスの設置は不要である。 

アンテナ本体は、高さ約 26m の 2 本の鉄塔によって支持される構造とする（詳

細は基本設計図 A-62 参照）。アンテナのゲインは 8dBi 程度とし、インピーダ

ンスは 50Ωとする。フィーダーには保守および工事面で有利な同軸ケーブルを

使用する。この同軸ケーブルは地中埋設方式に対応できるだけの耐寒性がある

ため、地中埋設方式で敷設する。 

2) 基本配置 

アルタイ送信所には、運用切替方式による 10kW 出力の送信機が 2 台設置される。

送信機とその周辺機器類は、かつて 12kW 短波送信機が設置され現在は撤去された

後の空きスペースに据え付ける。そのスペースは約 4m×4m と狭いため、送信機室

内のホールの一部を有効活用し、機器を配置する。 
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新設 10kW 短波アンテナ本体の所要設置スペースは 76m×46m 程度と見込まれる。

敷地内には、撤去済みの 12kW 短波送信機用のアンテナが使われないまま残されて

いる。このアンテナは「モ」国側が撤去する予定であり、アンテナ撤去後の空きス

ペースに新設10kW短波アンテナを設置することによって、既設150kWアンテナ（中

波・長波共用アンテナ）との電波干渉などの問題は回避できる。 

送信設備全体の配置を基本設計図 A-11 に、送信機類の配置を図 A-12～A-14 に、ア

ンテナシステムの配置を図 A-61 に示す。 

3) 運用計画 

本送信所のサービスエリアにおいて、良好な信号強度でチャンネル－1 を受信でき

るように、季節ごと・時間帯ごとに本送信所に割り当てられている周波数

（4,830/5,950/9,430kHz の 3 波）を適切に切替えるように運用する。表 3-5 に半径

400km 程度のサービスエリア内で聴取可能な電界強度を得られる周波数を基準

月・時間帯別に選定し、周波数切替え例として示した。 

本送信所においては 10kW 送信設備が 2 式設置されるため、一日ごとあるいは数日

ごとに切替えて運用できるような計画とする。 
 

表 3-5 アルタイ短波送信設備の周波数切替え例 

 
SSN=10 SSN=100 SSN=150 

周波数(ｋHz) 周波数(ｋHz) 周波数(ｋHz) 
基準月 現 地  

時間帯 
4,830 5,950 9,430 4,830 5,950 9,430 4,830 5,950 9,430 

6-9 ｘ    ｘ   ｘ  
10-17  ｘ    ｘ   ｘ 

3 月 

18-22 ｘ    ｘ   ｘ  
6-9 ｘ    ｘ   ｘ  

10-17  ｘ    ｘ   ｘ 
6 月 

18-22 ｘ    ｘ   ｘ  
6-9 ｘ    ｘ   ｘ  

10-17  ｘ    ｘ   ｘ 
9 月 

18-22 ｘ    ｘ   ｘ  
6-9 ｘ   ｘ   ｘ   

10-17  ｘ   ｘ   ｘ  
12 月 

18-22 ｘ   ｘ   ｘ   

（注） 表中、「ｘ」はその周波数で運用することによって所要電界強度が得られることを意味する。 

4) 電気設備 

本短波送信設備の電源としては、既存の 380V/220V 分電盤を利用する。この分電盤

にケーブルを接続し、新設 AVR & PDB に電力を供給する。ここから、さらに送信

機や周辺装置類に配電する。また、商用電源が停止するような事態に備え、定格容

量 100kVA の非常用ディーゼル発電装置を設置する。商用電源と非常用電源の切替

は自動切替スイッチによって行う。 
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本設備の電源系統を基本設計図 A-41 に、接地系統を図 A-51 に示す。 

(4) ムルン短波送信設備 

ムルン送信所に設置される 10kW 短波送信設備の基本設計、基本配置、運用計画につい

て、その概要を以下に述べる。 

1) 基本設計 

アルタイに設置される短波送信設備と同一とする。基本系統を基本設計図 M-21 と

M-22 に示す。送信機本体の外形を参考として図 M-31 に、冷却装置の全体像を図

M-32 に示す。また、アンテナ本体の外形を図 M-62 に示す。 

2) 基本配置 

送信機およびアンテナシステムの基本配置は、アルタイ送信所の場合と同じとする。

設備全体の配置を基本設計図 M-11 に示す。また、送信機類の配置を図 M-12～M-13
に、アンテナシステムの配置を図 M-61 に示す。 

3) 運用計画 

本送信所のサービスエリアにおいて、良好な信号強度でチャンネル－1 を受信でき

るように、季節ごと・時間帯ごとに本送信所に割り当てられている周波数

（4,895/6,100/9,560kHz の 3 波）を適切に切替えるように運用する。周波数切替え例

は表 3-5 と同様とする。 

本送信所においては 10kW 送信設備が 2 式設置されるため、一日ごとあるいは数日

ごとに切替えて運用できるような計画とする。 

4) 電気設備 

本短波送信設備の電源系統を基本設計図 M-41 に、接地系統を図 M-51 に示す。 

(5) 予備品計画 

短波送信設備は確立された技術をベースに設計、製造されるため、設備の信頼性は高い。

しかし、中枢部品である送信機は、電力増幅段に真空管を使っていることや使用直流電

圧が高いこと、振幅変調であることなどの点から、長期に及ぶ運用の過程で故障の発生

を考慮に入れておく必要がある。また、故障発生を大きく左右する周囲条件の面でも、

本プロジェクトのサイトは過酷な環境下に置かれる。とりわけ、周囲温度・湿度の変動、

空気のよごれ、ごみ・ほこり・砂塵の侵入が故障の要因になり、電圧変動や落雷などに

よるサージ電圧の侵入も大きな故障要因となる。 

送信設備のコンポーネントとして予備品（スペアパーツ）は不可欠であり、「モ」国側

実施機関である MRTV が機材引渡し後の予備品をすべて自己費用で調達するのが望ま

しい。しかし、MRTV の当面の財政事情が厳しい点を踏まえ、自己費用で調達する体制
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が整うまでに数年程度を要すると想定し、機材引渡し後の 3 年間の運用に必要なスペア

パーツは日本側が調達することとする。 

本プロジェクトにおいては、短波送信設備の正常な機能・性能を継続的に確保するため

に、以下に述べる要件を満たす部品や消耗品を予備品として調達する。 
 
① 常時加わる電力により機能が劣化し送信機およびその周辺装置類の正常な運用に

支障をきたす可能性の高い部品 
② 回転機や機械的駆動部分を有する装置類であって、必然的にその機能が劣化しやす

い部品 
③ 定期的な交換あるいは補充が必要な消耗品 

3-2-2-5 主要機材の概要 

本プロジェクトの実施に伴って調達される機材の概要を以下に述べる。各機材は、まず

「3-2-2-3 (2) 適用技術に関する検討」で述べた条件を満たす必要がある。さらに、現地

の過酷な自然条件下において運用されるため、信頼性が高く、長期的かつ継続的な使用

に十分に耐えるものでなければならない。そのような要求条件を満たし、かつ仕様上お

よび機能上、同等品以上とみなされる機材であれば、それを調達できるものとする。 

(1) ウランバートル 50kW 短波送信設備 

ウランバートル送信所に設置される 50kW 短波送信設備は、以下の主要機材から構成さ

れる。いずれの機材も数量は 1 台あるいは一式である。 
 
1) 送信機 
2) 送信機用冷却装置 
3) ダミーロード 
4) ダミーロード用冷却装置 
5) 同軸切替装置 
6) 屋内フィーダー 
7) 音声入力・監視・制御装置 
8) 測定架 
9) 自動電圧調整器および分電盤 
10) 測定器 
11) アンテナシステム 
12) ケーブル材料 
13) 予備品 
14) STL システム 

各機材の技術仕様の概要を以下に述べる。 
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1) 送信機 

送信機にはアナログ方式、真空管／固定化方式、終段ハイレベルプレート変調方式

を適用することを原則とする。送信機は、電力増幅段、変調部、電源部、励振部、

制御部、および冷却部から構成されるものとし、以下の機能あるいは性能を満たす

ものとする。 
 
・ 定格送信出力:  50kW 
・ 周波数範囲:  3.2～15.6 MHz 
・ 音声周波数応答:  50Hz～7,500Hz、±1.0dB 以内 
・ 音声周波数ひずみ率:  3.5%以下（50Hz～7,500Hz） 
・ ノイズレベル:  55dB 以上 
・ キャリアシフト:  4%以下 
・ キャリア周波数安定度:  ±10Hz 以内 
・ スプリアス強度:  50mW 以下（ITU-R 技術指針による） 
・ 音声入力レベル:  0dBm（1,000Hz で 100% 変調時） 
・ 音声入力レベルインピーダンス: 600Ω±15%、 バランス 
・ 出力インピーダンス:  50Ω、アンバランス 
・ 総合力率:  90%以上 
・ 冷却方式:  強制空冷方式 

2) 送信機用冷却装置 

冷却装置は、送風機、排風機、送信機用エアフィルタ、空気取入口用エアフィルタ、

ボリュームダンパ、チャッキダンパ、送風・排風ダクト、および温度検知器から構

成されるものとする。 

3) ダミーロード 
 
ダミーロードは、以下の機能あるいは性能を満たすものとする。 
 
・ 周波数範囲:  3.2～15.6 MHz 
・ インピーダンス:  50Ω、アンバランス 
・ 定格出力:  75 kW (50kW キャリア+ 100%振幅変調) 
・ VSWR:  1.1 以下 
・ 冷却方式:  強制空冷方式 

4) ダミーロード用冷却装置 

冷却装置は、排風機、エアフィルタ、ボリュームダンパ、チャッキダンパ、および

排風ダクトから構成されるものとする。 
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5) 同軸切替器  

同軸切替器は電動式とし、以下の機能あるいは性能を満たすものとする。 
 
・ 周波数範囲:  3.2～15.6 MHz 
・ インピーダンス:  50Ω、アンバランス 
・ 定格出力:  75 kW (50kW キャリア+ 100%振幅変調) 
・ VSWR:  1.1 以下 
・ 挿入ロス:  0.1 dB 以下 
・ アイソレーション:  60 dB 以上 

6) 屋内フィーダー  

屋内フィーダーは、 剛構造の 4-1/16”同軸管あるいはこれと同等の構造を有するも

のとする。 

7) 音声入力・監視・制御装置 

音声入力・監視・制御装置は、音声制限器／圧縮器、モニター用のスピーカおよび

増幅器、モニター用のスィーチャー、音声レベル測定器、音声ジャックパネル、お

よびコントロールパネルから構成されるものとし、これらを標準型の架台に収納す

るものとする。 

8) 測定架 

測定架は、ひずみ率測定器／発振器、オシロスコープ、音声可変減衰器、音声ジャ

ックパネルから構成されるものとし、これらを標準型の架台に収納するものとする。 

9) 自動電圧調整器および分電盤 

自動電圧調整器（AVR）および分電盤（PDB）は屋内自立形とする。AVR にはバ

イパススィッチを装備し、その AC 出力電圧は、プリセットされた入力電圧で自動

的にしゃ断されるような方式を適用する。また、以下の機能あるいは性能を満たす

ものとする。 
 
・ 配線方式:  三相４線式 
・ 定格周波数:  50 Hz±2% 
・ 容量:  200kVA 
・ 入力電圧変動範囲:   380/220V±10% 
・ 出力電圧変動範囲:  380/220V±2% 
・ 出力電圧可変範囲:  ±5% (定格入力電圧時) 
・ 運転:  連続 
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10) 測定器 

送信機の運用に必要な以下の測定器を調達する。 
 
① オシロスコープ（1 台） 
② 回路試験器（2 台） 
③ 絶縁抵抗器（1 台） 
④ クランプメーター（1 台） 
⑤ インピーダンスブリッジ（1 台） 
⑥ レシーバ／ジェネレータ（1 台） 
⑦ 電界強度測定器（1 台） 

11) アンテナシステム 

50kW 短波送信用アンテナは、以下の機能あるいは性能を満たすものとする。 

① アンテナ 
・ 偏波:  水平偏波 
・ 放射パターン:  無指向性 
・ 周波数:  3.0～18 MHz 以上 
・ VSWR:  最大 2.5、大半の周波数帯域で 2.0 以下 
・ 入力インピーダンス:  公称 300Ω、バランス 
・ 出力:  平均 75kW、ピーク 200kW (50kW 振幅変調キャリア) 
・ 利得:  9 dBi 以上 
・ 設計風速:  160km/h、氷着状態（EIA RS-222C 準拠） 
・ 航空標識 標識塗装（ICAO 準拠） 

② バルントランス 
・ 周波数範囲:  3.2～18 MHz 
・ 出力:  平均 75kW、ピーク 200kW (50kW 振幅変調キャリア) 
・ 入力インピーダンス: 50Ω、アンバランス 
・ 出力インピーダンス: 300Ω、バランス 

③ オープンフィーダー 
・ フィーダー形式:  オープンワイヤフィーダー 
・ インピーダンス:  300Ω、バランス 
・ 出力:  平均 75kW、ピーク 200kW (50kW 振幅変調キャリア) 
・ こう長:  約 380m 

④ アースマット 
・ サイズ: 55m x 90m 以上 
・ 線種: 2.6mmφ以上、硬銅線 
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12) ケーブル材料 

屋外ケーブルは－40℃にも達する過酷な気象条件下に敷設されるため耐寒仕様の

ケーブルを適用する。 

ケーブル材料の仕様は以下のとおりとする。 
① 動力ケーブル: 600V 架橋ポリエチレン絶縁ビニルシースケーブル 
② 制御ケーブル: 制御用ビニル絶縁ビニルシースケーブル（シールド付） 
③ 計測ケーブル: ポリエチレン高周波同軸コード 
④ ケーブルダクト: 亜鉛めっき付き鋼板製ダクト 
⑤ 接地線: 600V ビニル絶縁電線 

13) 予備品 

「3-2-4-4 (5) 予備品計画」で述べたとおり、3 年分の運用に必要な予備品を調達す

る。その品種・数量は別途発行される「機材仕様書」に記載する。 

14) STL システム 

160MHz 帯の VHF 波を適用した STL システムを調達する。その概要は以下のとお

りとする。 

① 送信機: 
・ 送信周波数:  162MHz～170MHz 帯の中の 2 波 
・ 出力:  25W 以上 
・ 出力インピーダンス: 50Ω 
・ 音声周波数応答: +1/-2dB 以下（50Hz～10kHz） 
・ ひずみ率:  1％以下（50Hz～10kHz） 
・ S/N 比:  65dB 以上（1kHz、100％、0dB 入力レベル時） 

② 受信機: 
・ 受信周波数:  162MHz～170MHz 帯の中の 2 波 
・ 出力:  0dBm 以上 
・ 出力インピーダンス: 600Ω 
・ 音声周波数応答: +1/-2dB 以下（50Hz～10kHz） 
・ ひずみ率:  1％以下（50Hz～10kHz） 
・ S/N 比:  63dB 以上（30dB 入力レベル時） 

③ アンテナ: 
・ 6 エレメント VHF 用八木アンテナ 
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(2) アルタイ／ムルン 10kW 短波送信設備 

アルタイ、ムルン両送信所に設置される 10kW 短波送信設備は、以下の主要機材から構

成される。いずれの機材も、数量は各送信所に対し 1 台あるいは一式である。ただし、

送信機は両送信所とも各 2 台とする。 
 
1) 送信機 
2) 送信機用冷却装置 
3) ダミーロード 
4) 同軸切替装置 
5) 屋内フィーダー 
6) 音声入力・監視・制御装置 
7) 測定架 
8) 自動電圧調整器および分電盤 
9) 測定器 
10) アンテナシステム 
11) ケーブル材料 
12) 予備品 
13) 非常用発電装置（アルタイのみ） 

各機材の技術仕様の概要を以下に述べる。 

1) 送信機 

送信機にはアナログ方式、真空管／固定化方式、終段ハイレベルプレート変調方式

を適用することを原則とする。送信機は、電力増幅段、変調部、電源部、励振部、

制御部、および冷却部から構成されるものとし、以下の機能あるいは性能を満たす

ものとする。 
 

・ 定格送信出力:  10kW 
・ 周波数範囲:  3.2～15.6 MHz 
・ 音声周波数応答:  50Hz～7,500Hz、±1.0dB 以内 
・ 音声周波数ひずみ率:  3.5%以下 
・ ノイズレベル:  55dB 以上 
・ キャリアシフト:  3.5%以下 
・ キャリア周波数安定度: ±10Hz 以内 
・ スプリアス強度:  50mW 以下（ITU-R 技術指針による） 
・ 音声入力レベル:  0dBm（1,000Hz で 100% 変調時） 
・ 音声入力レベルインピーダンス: 600Ω±15%、バランス 
・ 出力インピーダンス:  50Ω、アンバランス 
・ 冷却方式:  強制空冷方式 
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2) 送信機用冷却装置 

冷却装置は、送風機、排風機、送信機用エアフィルタ、ボリュームダンパ、チャッ

キダンパおよび送風・排風ダクトから構成されるものとする。 

3) ダミーロード 

ダミーロードは、以下の機能あるいは性能を満たすものとする。 
 
・ 周波数範囲:  3.2～15.6 MHz 
・ インピーダンス:  50Ω、アンバランス 
・ 定格出力:  15 kW (10kW キャリア+ 100%振幅変調) 
・ VSWR:  1.15 以下 
・ 冷却方式:  強制空冷方式 

4) 同軸切替器  

同軸切替器は電動式とし、以下の機能あるいは性能を満たすものとする。 
 
・ 周波数範囲:  3.2～15.6 MHz 
・ インピーダンス:  50Ω、アンバランス 
・ 定格出力:  15 kW (10kW キャリア+ 100%振幅変調) 
・ VSWR:  1.1 以下 
・ 挿入ロス:  0.1 dB 以下 
・ アイソレーション:  60 dB 以上 

5) 屋内フィーダー  

フィーダーは、 剛構造の 3-1/8”同軸管あるいはこれと同等の構造を有するものとす

る。 

6) 音声入力・監視・制御装置 

音声入力・監視・制御装置は、音声制限器／圧縮器、モニター用のスピーカおよび

増幅器、モニター用のスィッチャー、音声レベル測定器、音声ジャックパネル、お

よびコントロールパネルから構成されるものとし、これらを標準型の架台に収納す

るものとする。 

7) 測定架 

測定架は、ひずみ率測定器／発振器、オシロスコープ、音声可変減衰器、音声ジャ

ックパネルから構成されるものとし、これらを標準型の架台に収納するものとする。 
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8) 自動電圧調整器および分電盤 

自動電圧調整器（AVR）および分電盤（PDB）は屋内自立形とする。AVR にはバ

イパススィッチを装備し、その AC 出力電圧は、プリセットされた入力電圧で自動

的にしゃ断されるような方式を適用する。また、以下の機能あるいは性能を満たす

ものとする。 
 
・ 配線方式:  三相 4 線式 
・ 定格周波数:  50 Hz±2% 
・ 容量:  80kVA 
・ 入力電圧変動範囲: 380/220V±10% 
・ 出力電圧変動範囲:  380/220V±2% 
・ 出力電圧可変範囲:  ±10% (定格入力電圧時) 
・ 運転:  連続 

9) 測定器 

送信機の運用に必要な以下の測定器を調達する。 
 
① オシロスコープ（1 台） 
② 回路試験器（2 台） 
③ 絶縁抵抗器（1 台） 
④ クランプメーター（1 台） 

10) アンテナシステム 

10kW 短波送信用アンテナは、以下の機能あるいは性能を満たすものとする。 

① アンテナ本体 
・ 偏波:  水平偏波 
・ 放射パターン:  無指向性 
・ 周波数:  3.0～30MHz 
・ VSWR:  最大 2.5、大半の周波数帯域で 2.0 以下 
・ 入力インピーダンス:  公称 50Ω 
・ 出力:  平均 15kW、ピーク 40kW (10kW 振幅変調キャリア) 
・ 利得:  8 dBi 
・ 設計風速:  160km/h、氷着状態（EIA RS-222C 準拠） 
・ 航空標識 標識塗装（ICAO 準拠） 

② 同軸ケーブル 
・ フィーダー形式:  同軸ケーブル 
・ インピーダンス:  50Ω 
・ 出力:  平均 15kW、ピーク 40kW (10kW 振幅変調キャリア) 
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③ アースマット 
・ サイズ: 55m x 30m 以上 
・ 線種: 2.6mmφ以上、硬銅線 

11) ケーブル材料 

50 kW 送信機と同一の考え方でケーブル、ケーブルダクト、接地線を調達する。そ

れぞれの仕様も 50kW 送信機の場合と同一とする。 

12) 予備品 

50 kW 送信機と同一の考え方で予備品を調達する。予備品の品種・数量は別途発行

される「機材仕様書」に記載する。 

13) 非常用発電装置 

アルタイ送信所に設置される短波送信設備の予備電源として以下の仕様を有する

非常用発電装置を 1 台調達する。 

① エンジン: 
・ 型式: 過給機付きディーゼルエンジン 
・ 出力: 120kVA 
・ 回転数: 1500rpm 
・ 燃料: ディーゼル油 
・ 燃料タンク容量: 240 ﾘｯﾄﾙ以上 

② 発電機: 
・ 周波数: 50Hz 
・ 定格出力: 100kVA 
・ 定格電圧: 380V（三相 4 線式） 
・ 力率: 0.8（遅れ） 
・ 電圧調整範囲: ±1.5％以内 
・ 励磁方式: ブラシレス回転界磁形（AVR 一体型） 
・ 絶縁: F 種 

③ 付属装置: 
・ 制御盤  
・ バッテリー・充電器 
・ 排気管・ダクト 
・ 自動切替スィッチ 
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3-2-2-6 機材の試験・検査 

本プロジェクトで調達される機材（装置、機器、部品、材料）の技術仕様・性能が機材

仕様書で規定された条件や性能、機能などを満たしていることを確認するため、メーカ

ー工場において必要な試験・検査を実施する。 

工場試験・検査は、すべての機材に対し全数を対象としてメーカーが実施するものとす

る。また、コンサルタントによる立会試験・検査は、主要機材に対して行うことを原則

とする。機材の発送許可は、コンサルタントが全数の試験・検査データを審査し問題な

いことを確認したうえで与える。さらに、すべての機材が機材仕様書あるいはパッキン

グリストに記載されている品目・数量と合致していることを確認するために、第三者検

査機関による数量チェックを行う。 

メーカーによる工場試験・検査は、機材の内容に応じて、以下の項目について行うもの

とする。 
 
① 外観検査 
② 寸法検査 
③ 数量検査 
④ 銘板検査 
⑤ 絶縁抵抗測定 
⑥ 絶縁耐力試験 
⑦ 接地検査 
⑧ 保護装置連動試験 
⑨ 機能・性能試験 
⑩ その他 

機材の現地到着後においては、機材が適切に据付けられていることを確認するために、

工事用図面に基づいてコンサルタントがチェックする。また、すべての機材に対し、据

付け後の試験・検査、機能・性能試験を行う。 

3-2-2-7 可聴レベルの確認と送信周波数の切替え 

本プロジェクトでは、サービスエリアにおける可聴レベルの確認と検証がプロジェクト

実施効果の評価にあたって重要なポイントとなる。 

「モ」国内において可聴レベルの確認と検証を行っているのはインフラ省傘下の電波監

理室である。電波監理室では、ウランバートル市内に固定局を設け、ここでラジオ放送

時間帯のうち 3 時間ごとに放送周波数別の電界強度の測定と SINPO コードを使った 5
段階の評価を行っている。ウランバートル市以外では、例えば「モ」国西部方面に 19
ヵ所の巡回移動局を設け、年に一度、測定と評価を行っている。 

電波監理室の説明によれば、電界強度が 50dB 以上のとき、この評価を 4 とし、SINPO
コードのうち一番低い評価を全体評価として採用している。電界強度が 3 以下の場合は、
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受信が満足できる状態でないと判断し、その改善のための措置を講じるようインフラ省

経由で MRTV に勧告している。 

短波は電離層の影響を強く受け、その程度も時々刻々と変わるという特性を持っている。

したがって、短波送信設備の運用にあたっては、電波伝搬予測法を適用することによっ

て事前に適切な周波数の傾向を把握するとともに、試験的に周波数を切り替えることに

よって、適切な周波数を選定することが望ましい。 

本プロジェクトでは広帯域を網羅できる送信設備を計画しているため、各送信所に割り

当てられている 3 つの周波数以外での運用も可能である。将来の運用計画上の課題とし

て割当周波数以外の周波数での運用に関する検討が必要になってくる局面も考えられ

る。この場合、国際通信連合（ITU）やアジア・太平洋放送連合（ABU）との調整が必

要になってくる。したがって、「モ」国側にとっても総合的な運用計画の策定が求めら

れる。 
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3-2-3 基本設計図 

「3-2-2 基本計画」にもとづいて、次ページ以降に示すとおり、各送信設備の基本設計

図面を作成した。その内容については、これまで述べたとおりである。 

送信設備の詳細設計においては、その基本的な構成や機能、仕様など以外の部分、例え

ば構成機器の寸法・配置などの一部に変更が加えられる可能性がある。したがって、こ

れらの図面は計画用として取り扱うこととする。 
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3-2-4 施工計画／調達方針 

3-2-4-1 施工方針／調達方針 

(1) 基本事項 

本プロジェクトは、効率的な効果発現を期するため、単年度予算で実施する。事業実施

は、日本国無償資金協力業務の実施手順に従い、以下のとおり実施する。 

1) 日本国政府の閣議決定を経て、無償資金協力に関し、日本政府と「モ」国政府との

間で交換公文（E/N）が締結される。 

2) E/N の締結後は、日本国籍を有する本邦コンサルタントと「モ」国側との間で設計

監理契約を結び、日本国政府外務省の認証を得て、ただちに当該契約にかかる業務

を実施する。 

3) 国際協力事業団（JICA）の入札業務ガイドラインに沿って、日本国籍を有する本邦

の機材調達業者の入札を実施する。 

4) 入札執行者は「モ」国側実施機関であるが、JICA の指導を得て、コンサルタントが

実施機関に協力して入札を行う。 

5) 採用された機材調達業者は、「モ」国側と調達契約を結び、日本国政府外務省の認

証を得て、ただちに当該契約にかかる業務を実施する。 

(2) 資機材の調達方針 

本プロジェクトにおける主な調達資機材には、送信機器、アンテナシステム、コンクリ

ート基礎構造物等がある。このうち、送信機、アンテナなどの機材は、モンゴルでは生

産されておらず、また、近隣諸国においても日本製品と同等の品質を有する機材の調達

は困難である。機材の機能・性能、信頼性、調達期間、修理・保守サービスなどに係る

実施機関側の利便性などを考慮すると、対象となりうる調達国のうち、日本からの調達

が適切であると判断される。また、「モ」国側は、これらの主要機器が日本から調達さ

れることを希望している。一方、「モ」国内においては、セメント、コンクリート用骨

材、鉄筋、仮設用木材等の製品が生産されており、国内市場に幅広く流通している。こ

れらの資材の品質は、国際的な基準を満足するものであり、これまでの無償援助協力事

業においても調達された実績がある。したがって、本プロジェクトにおいてもこれらの

資材を「モ」国内から調達する。 

(3) 現地輸送業者の活用分野 

本プロジェクトの対象サイトは、ウランバートル、ムルン、アルタイの 3 カ所であり、

輸送区間は、「日本‐ウランバートル間」と、「ウランバートル‐対象サイト（3 サイ

ト）間」に大別できる。「日本‐ウランバートル間」については、円滑な手続きおよび

信頼性の面から日本の輸送業者の採用が妥当である。一方、「モ」国内輸送に関しては、
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現地の輸送事情に精通した現地輸送業者を日本の輸送業者の下で活用することが、工期

および品質を確保するうえで有効であると判断される。 

(4) 現地据付業者の活用分野 

現地据付業者は、本プロジェクトで調達される送信設備と類似の設備の据付実績が皆無

であり、据付に必要な技術や実施能力を持っていない。さらに、業者の資金力、動員力

の面でも不安が残る。したがって、本プロジェクトにおいては、日本企業が元請となっ

て据付工事全体を取りまとめることとし、現地据付業者に任せられる部分については、

その業者を指導する形態をとることによって、経済的かつ高品質の据付工事が可能と考

えられる。 

(5) 設計監理業務の方針 

設計監理業務の実施にあたっては、JICA 発行「無償資金協力実施に係るコンサルタント

業務ガイドライン」に基づいて、本プロジェクトが円滑に実施され協力の目的が達成さ

れるよう、その役割を果たすこととする。そのために必要なすべての業務を行うものと

し、特に本邦契約者に対する公正性、中立性などにも留意し、施主である「モ」国側実

施機関の信頼が得られるよう努めることとする。 

(6) 現地コンサルタントの活用分野 

「3-2-1-5 現地業者の活用に係る方針」で述べたとおり、現地コンサルタントはまだ経

験が浅く、外国の援助案件を元請けで受注するほどの実績は無い。本プロジェクトの実

施にあたって求められる設計監理業務の内容から見て、現地コンサルタントの活用分野

はないと考えられる。 

(7) 実施体制 

本プロジェクトの実施体制は、以下のとおりである。 

1) 本プロジェクトの「モ」国側の主管官庁は、インフラストラクチャー省（MOI）で

ある。 

2) 本プロジェクトの実施機関は国営モンゴル・ラジオ・テレビ局（MRTV）である。 

3) 通信回線等を管轄している郵便通信庁（PTA、MOI の傘下）の協力が必要な場合は、

MOI 省が窓口となって対応する。 

本プロジェクトに係る「モ」国側と日本国側の関係機関の実施体制は、図 3-2 のとおり

である。 
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協力 

監理

監督

交換公文 日本国外務省 

JICA 

主管官庁 

インフラストラクチャー省 
(MOI) 

実施機関 

モンゴル・ 
ラジオ・テレビ 

(MRTV) 

日本側コンサルタント 日本側調達業者 

契約 契約

指示 

郵便通信庁(PTA) 

 

図 3-2 事業実施体制 

 

3-2-4-2 施工上／調達上の留意事項 

(1) 施工上の留意点 

1) 輸送 

首都ウランバートルから遠く離れた場所に位置するムルンおよびアルタイ送信所

へ、資機材を安全かつ計画期間内で輸送することが重要である。そのために、輸送

業者は道路状況を充分に把握したうえで、適切な道路輸送期間を工程計画に盛り込

む必要がある。また、輸送時の衝撃・振動に弱く道路輸送に適さない機材について

は、航空機輸送を行うものとする。 

2) 連絡・通信体制の整備 

ムルンおよびアルタイ送信所には、電話回線が敷設されているものの、通信事情は

良好といえない。しかもウランバートルから遠く離れているため、緊急時において

も対応に時間を要することが予測される。調達業者は、こうした貧弱な通信事情を

充分に理解し、緊急時のみならず、通常時においても、タイムリーな連絡が確保さ

れる通信体制を整備する必要がある。 

3) 工程計画の策定 

冬期においては、掘削、コンクリート打設、機器据付等の工事を実施することは、

困難であり、実施する場合は、据付工事費用の増加が避けられず、品質の確保にお

いても懸念が残る。したがって、現地における作業は 5 月～10 月の期間内とするこ

とを前提に工程計画を策定する必要がある。 
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4) 既存送信設備の運用に支障をきたさないための配慮 

ウランバートル、アルタイ、ムルンの各送信所には運用中の送信機、アンテナ、電

源設備、伝送回線などがあり、ラジオ番組の送信を行っている。建設工事において

は、これらの送信設備の運用に支障をきたさないような特段の措置が必要であり、

「モ」国側と綿密な協議を行った上で、据付工事計画を策定する。 

5) コンクリートの品質管理 

コンクリートは、凍結融解作用を受けることを想定し、AE コンクリートを採用す

る。また、水セメント比を 55％以下とし、コンクリートの所要品質が得られる範囲

内で、単位水量をできるだけ小さくすることによって、耐凍害性を向上させる。 

ムルンおよびアルタイには、コンクリートの圧縮強度試験を実施できる試験場が無

い。したがって、供試体をウランバートルの試験場まで輸送し、圧縮破壊試験を実

施することになる。しかし、供試体の養生期間中にトラック輸送することは、正確

な強度の把握を妨げることになるので、空輸等の運搬方法を採用する。 

6) アンテナ組み立て 

ムルンおよびアルタイで調達可能なクレーンの吊り上げ高さは、13m 程度である。

このような、建設機械の調達事情を反映したアンテナ組み立て計画を策定する。 

7) 安全対策 

施工中の物的・人的安全を確保するために必要な安全用具や保安器具を工事現場に

常備するとともに、工事現場に出入りする人員に対する安全教育を行う。 

既存送信所の運用に支障を来たさないよう立ち入り禁止区画を設定し、フェンス・

標識類による安全対策を講じる。 

(2) 調達上の留意点 

本プロジェクトにおいては、現地調達資材として品質および供給量が安定している品種

を採用する。プロジェクトの実施中は、これらの資材の仕様が要求水準を満足するもの

であることを確認できる体制を整える必要がある。 

3-2-4-3 施工区分／調達･据付区分 

本プロジェクトが日本国政府の無償資金協力として実施された場合、日本国および「モ」

国の調達・据付区分の概要を表 3-6 のとおりとする。 
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表 3-6 負担事項区分表 

 

No. 負担事項 
日本国 
負担 

「モ」国
負担 

1. 本プロジェクトの機材を設置する用地の提供  ● 
2. 本プロジェクトの機材を設置する用地および進入路の整地  ● 
3. 本プロジェクト用地周囲のフェンス設置工事  ● 
4. 送信所建屋の改修・整備（少なくとも以下の事項を含む） 

• 機材据付のために必要となる搬入口の確保および修復 
• 床、壁の開口確保および修復・仕上 
• 間仕切り、シーリング等の修復・整備 
• ケーブルダクトの修復・整備 
• 床、基礎の修復 
• 照明、冷暖房・換気装置等の整備 

 ● 

5. 本プロジェクトの実施に伴い不要となる既存施設・機材の撤去  ● 
6. 短波送信機器 ●  
7. 短波アンテナシステム ●  
8. ウランバートル送信所用 STL システム 

• STL 装置（送信機、受信機、アンテナ、電源、同軸ケーブル） 
• アンテナ用ポールの調達・設置および STL 装置の据付 

● 
 
 

● 
9. アルタイ、ムルン送信所用 STL システム  ● 

10. 調達機材用配電設備（取合点の下流側） ●  
11. アルタイ送信所用非常用発電装置 ●  
12. 調達機材の交換部品および予備品 ●  
13. 調達機材用接地システム ●  
14 
. 

電源設備（取合点の上流側）、上下水・排水設備 
 ● 

15. ムルンおよびアルタイ送信所における既存短波送信用アンテナ・フ
ィーダー類の撤去 

 ● 

16. 障害物となる地上および地下の既存構造物の撤去  ● 
17. 仮設資材置場および作業区画の確保（屋内および屋外）  ● 
18. ソフトコンポーネント 

• 運用基本マニュアル、各種記録様式の作成 
• カウンターパートの配置 

 
● 

 
 

● 

3-2-4-4 施工監理計画／調達監理計画 

本邦コンサルタントは「3-2-4-1 (5) 設計監理業務の方針」で述べた業務を行うものとし、

その主な業務内容を以下に示す。 

(1) 国内作業 
 

・ 計画内容の最終確認 
・ 入札図書の作成 
・ 入札執行および入札評価の補助 
・ 契約交渉および契約の補助 
・ 機材製作・据付図書の承認業務および各種図書の確認・調整 
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・ 機材製作中の試験検査結果の確認および試験検査証明書の発行 
・ 工場立会検査および船積前立会検査 
・ 関係機関への説明および報告（最終報告書を含む） 

(2) 現地作業 
 

・ 工程表の検討および調整 
・ 工程進捗管理 
・ 安全管理 
・ 品質管理 
・ 試験検査計画書の検討および調整 
・ 据付・試運転中の試験･検査立会 
・ 最終検査立会および竣工証明書の発行（補助） 
・ 月報の作成および報告 
・ 出来高・支払証明書の発行 
・ 工事完成記録の確認・調整 
・ 瑕疵検査 
・ 関係機関への報告 

現地作業期間中、コンサルタントは現場代理人としてウランバートル、ムルン、アルタ

イの各送信所に各 1 名の監理者を常駐させる。これらの監理者が上記 (2) の各業務を行

うものとする。 

本プロジェクトには、送信機器、アンテナシステム、基礎構造物など、多くの工種が含

まれている。そこで、こうした各種の据付作業の進捗にあわせて専門の技術者が現地に

赴き、スポット監理を行うような施工監理体制とする。なお、国内においては機材の製

作中あるいは出荷前に適宜メーカー工場等で機材の試験・検査に立会い、品質管理に万

全を期すものとする。 

表 3-7 に施工監理者の要員計画を示す。 

表 3-7 施工監理者の要員計画 
 

監理者 専門分野 格付 人数 

1.常駐監理 送信設備 4 号 3（各サイト１） 
2.スポット監理 

業務主任 
送信設備 
アンテナ設備 
電気 
土木 

 
送信設備 
送信機器 

アンテナシステム 
電気設備 
土木構造 

 
3 号 
3 号 
5 号 
3 号 
4 号 

 
1 
1 
1 
1 
1 
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3-2-4-5 品質管理計画 

本プロジェクトで調達される機材に対しては、「3-2-2-6 機材の試験・検査」で述べた試

験・検査を行うことによって、所定の機能・性能を確保する。 

アンテナやフィーダーなどのように過酷な自然環境下に設置される機材に対しては、強

固な構造を有する基礎を築造する必要がある。そこで、コンクリート基礎に関する品質

管理の方法を以下に述べる。 

対象サイトに生コンクリートを供給できる工場が存在しないため、すべてのコンクリー

ト基礎について現場打ちコンクリートを採用する。据付業者は、図面、仕様書に示され

たコンクリート構造物にかかる品質管理計画書を定め、コンサルタントの承認を受ける

ものとする。また、品質管理のために行った試験・検査、その他の作業の結果を記録し、

コンサルタントに提出し、承認を受けるものとする。コンクリート工事に関する主な検

査項目および検査方法を以下に示す。 

(1) 使用材料の試験・検査 

 
材料 管理項目 検査方法 試験実施者 

セメント 成分、比重、凝結 試験成績表 製造業者 

砂・砂利・砕

石 

粒度 

比重、給水率 
アルカリ反応性 

ふるい分け試験 

比重および給水率試験 
塩分試験 

第三者機関 

第三者機関 
第三者機関 

水 水素イオン濃度 理化学試験 第三者機関 

混 和 材 (AE
剤、AE 減水剤

等) 

成分 理化学試験 製造業者 

鉄筋  

成分 
形状 
降伏点、引張り強度 

ミルシート、納入書等 

理化学試験 
寸法測定、目視 
引張り強度試験 

 

製造業者 
据付業者 
製造業者 

(2) 試し練り時の検査 

 
検査項目 検査方法 試験実施者 

配合設計時推定試験 供試体の圧縮強度試験 据付業者 

スランプ スランプ試験 据付業者 

コンクリート温度 温度計測定 据付業者 

空気量 空気量測定器 据付業者 

塩化物量 塩化物量の簡易試験方法 据付業者 
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(3) コンクリート打設前の検査 

 
検査項目 検査方法 試験実施者 

練混ぜから打設終了までの時間 練混ぜ完了時刻の照査 据付業者 

スランプ スランプ試験 据付業者 

コンクリート温度 温度計測定 据付業者 

空気量 空気量測定器測定 据付業者 

塩化物量 塩化物量の簡易試験方法 据付業者 

配筋、かぶり 目視、測定 据付業者 

(4) コンクリート打設後の検査 

 
検査項目 検査方法 試験実施者 

圧縮強度 材令 7 日、14 日、28 日の破壊試験 第三者機関 

仕上がり精度 スケール、レベル 据付業者 

仕上がり状態 目視 据付業者 

 

3-2-4-6 資機材等調達計画 

(1) 資機材の調達先 

「3-2-4-1 (2) 資機材の調達方針」で述べたとおり、送信設備用機材一式は日本から調達

することとし、セメント、コンクリート用骨材、鉄筋、仮設用木材等は、現地調達品と

する。 

(2) スペアパーツの範囲 

スペアパーツは、現地の運用状況に最も適した部品を選定する。その概要は、「3-2-2-4 
(5) 予備品計画」で述べたとおりである。 

(3) 調達計画 

調達業者は、コンサルタントが作成する機材仕様書に従って機器・資材の設計、製作、

塗装、工場試験・検査、梱包、輸送、据付を行い、現地試験検査により機能・性能を充

分に確認のうえ、引渡しを行う。なお、調達業者は、内陸輸送・据付工事に必要な許可

の取得、各送信所にて行われる作業等に関する必要な資料を作成し、「モ」国側実施機

関と充分な協議を行う。据付工事の実施に際しては、以下の方針を臨むものとする。 

1) 予備調査の実施 

本プロジェクトでは、対象送信所が 3 ヵ所あり、各送信所における施工条件が異な

ることから、据付業者は、予備調査によって機器の搬入ルートや詳細施工条件等を
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事前に確認しておく必要がある。また、据付業者は各送信所の受け入れ準備状況に

ついても確認し、その結果を実施機関およびコンサルタントに報告することとする。 

2) 据付工事 

調達機材は、可能な限り日本国内でプレハブ化を進めることによって、現地据付の

工程を短縮するとともに、誤配線・誤接続などを防止する。また、送信所の運転保

守員が機材を効率よく運用できるようにするため、試験検査期間中に日本人技術者

が運転保守員に対して機材の運転保守の技術指導を行うことを業者に義務づける。 

(4) 資機材の調達先 

資機材の調達先を表 3-8 に示す。 

表 3-8 資機材調達先の一覧 

 
調達国 No. 資機材 

日本国 「モ」国 
1. 短波送信機（ダミーロード、冷却装置等を含む） ●  
2. 監視制御盤 ●  
3. 電源設備（調達機材用） ●  
4. 短波アンテナ ●  
5. アンテナ鉄塔（基礎を含む） ●  
6. フィーダー ●  
7. 非常用発電装置（アルタイ） ●  
8. 調達機材の予備品 ●  
9. ウランバートル送信所用 STL システム ●  

10. 同上用アンテナポール、STL 機器収納ラック他  ● 
11. セメント、骨材、鉄筋  ● 
12. 潤滑油、燃料油  ● 

(5) 輸送計画 

日本調達品については、輸送期間、諸手続きの迅速度、信頼性などを考慮して中国を経

由するルートを採用する。本ルートは、日本国内の港を出港し、中国の天津新港で荷揚

げしたのち、鉄道輸送にて北京、大同を経由してウランバートルに入る。留意点として、

事前に中国鉄道の貨車予約を確実に行う必要があることがあげられる。なお、中国を通

過する貨物は、コンテナによる一貫輸送（起点から終点までコンテナを開けない）を行

えば、貨物の薫蒸処理を必要としない。 

ウランバートルから各送信所サイトまでの輸送において、衝撃・振動に弱い精密部品は

充分な養生を施したうえで、航空機による輸送とする。これ以外の機材は、トラックに

よる輸送とする。 
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3-2-4-7 ソフトコンポーネント計画 

(1) ソフトコンポーネント導入の必要性と期待される効果 

本プロジェクトで導入される短波送信設備は最新技術を適用したものであり、数十年前

に設置された旧ソ連製の短波送信設備とは基本部分以外で適用技術が異なる部分が少

なくない。したがって、この送信設備を「モ」国側が適切に運用できるようにするため

には、日本製の短波送信設備に基づいた運用基本マニュアルや運営維持管理用チェック

シートが必要不可欠である。これらの整備をソフトコンポーネントのスキームを用いて

行うことが望ましい。 

ソフトコンポーネントの導入によって以下の効果が生まれることが期待できる。 

① 供与される短波送信設備の運営維持管理が円滑に行われ、協力成果の早期の発現お

よびその持続性の確保に貢献する。 

② 供与される短波送信設備の故障・事故の発生頻度が最小限に抑えられる。 

③ 省エネ運用に関する技術を修得することによって、電気代の節減が可能になる。 

(2) ソフトコンポーネント業務の内容 

本ソフトコンポーネント業務の内容は以下のとおりである。 

1) 運用基本マニュアルの作成 

短波送信設備の運営維持管理に関する基本マニュアルを作成し、各送信所の担当者

に計画的な運営維持管理の方法を伝授する。 

2) 各種チェックシートの作成 

短波送信設備の運営維持管理に関する各種チェックシートを作成し、各送信所の担

当者に各種記録の取り方、分析・整理・保管の方法を伝授する。 

ソフトコンポーネント業務を実施する要員は、以下のとおり、日本人要員 2 名及びモン

ゴル人要員 2 名の計 4 名とする。 

1） 日本人要員 
① 運用基本マニュアルの作成（3.2 ヵ月） 
② 各種チェックシートの作成（2.2 ヵ月） 

2） モンゴル人要員 
① 通訳兼助手 1（1.0 ヵ月） 
② 通訳兼助手 2（1.0 ヵ月） 
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3-2-4-8 実施工程 

本プロジェクトの調達・据付工事を最も合理的に実施した場合の事業実施工程を図 2-3
に示す。ただし、冬期は、気象条件（最低気温が‐40℃程度に達することもある）によ

って、据付工事が実施できない点に留意する必要がある。 

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

（現地確認）

（国内作業）

（現地調査） （計　3.5月）

（機材製造・調達）

（海上・内陸輸送）

　（基礎工事）

（計　11.5月） （据付工事）

ｿﾌﾄ
ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ （計　3.2月）

実
施
設
計

調
達
・
据
付

 
 

図 3-3 事業実施工程 

 

3-3 相手国側分担事業の概要 

本プロジェクトが日本国の無償資金協力案件として実施されるに際して、「モ」国政府が

以下の措置を講ずることが日本側および「モ」国側の双方で確認された。 

(1) 相手国側負担とされた手続き事項 

1) 用地取得 

本プロジェクトにおいては、調達機材が既存施設内に設置されるため、基本的には

用地取得に関する手続きは必要としない。用地取得が部分的に必要になった場合で

も、それに要する手続きはすべて「モ」国側が行う。 
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2) 電波送信に関する許認可 

「モ」国側は、同国の「電波法」にもとづいて、電波送信に係る許認可を取得し、

本プロジェクトによって調達される機材の運用を開始する前に完了させることと

する。 

3) 環境法規に関する手続き 

「モ」国「環境影響評価法」に基づき、定められた法的手続きに則って、「モ」国

側実施機関が自然環境省から許可を取得する。 

4) 免税 

本プロジェクトの調達契約に基づく資機材の調達および業務遂行のために「モ」国

に入国する日本国民に対する関税、内国税（VAT を含む）、その他の課徴金は免除

される。また、調達される資機材にかかわる税金も免除される。これらの手続きは

すべて「モ」国側が行う。 

5) 便宜供与 

認証された契約に基づいて提供される役務および同契約に関連して必要となる日

本人に対し、「モ」国入国および滞在に必要な措置を「モ」国が保証する。 

6) 銀行取極、支払授権書の発給 

日本国内の銀行に「モ」国名義の勘定を開設し、当該銀行に対して支払授権書を発

給する。さらに、銀行取極に基づき、支払授権書のアドバイス料、支払手数料など

の手数料を「モ」国が責任をもって支払う。 

(2) 相手国側の分担事業 

「モ」国側負担事項の概要については、「3-2-4-3 施工区分／調達・据付区分」で述べた

とおりであるが、その主要事項について以下に説明する。 

1) 用地および進入路の整地 

調達機材を荷降ろすための用地、および機材を搬入するための進入路を工事着工前

までに整地する。 

2) フェンスの設置 

対象サイト周囲のフェンスを工事着工前までに整備する。ただし、既存フェンスで

適切に対応できる場合は、新たな整備は必要ない。 
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3) インフラの整備 

工事に際して必要となる電気、上下水、排水などの付帯施設を工事着工前までにサ

イト内の指定された地点まで引き込む。 

4) 既存建屋の改修・整備 

機材の搬入・据付に伴って必要な送信所建屋の改修・整備（内訳は表 3-6 参照）を

工事着工前までに完了させる。 

5) 不要となる既存施設の撤去 

本プロジェクトの実施に伴い不要となる既存施設・機材類を工事着工前までに撤去

する。 

6) STL システム 

ムルンおよびアルタイ送信所における STL システムを工事着工前までに整備する。

ただし、既存 STL システムで適切に対応できる場合は、新たな整備は必要ない。 

7) 既存アンテナの撤去 

ムルンおよびアルタイ送信所における既存短波アンテナ、フィーダー類を工事着工

前までに撤去する。 

8) 干渉構造物の撤去 

機材の据付に際して障害物となる地上および地下の既存構造物を工事着工前まで

に撤去する。 

9) 仮設資機材置場および作業区画の確保 

本プロジェクトの実施に伴って必要となる仮設資機材置場および作業区画を工事

着工前までに確保する。 

10) STL システム機材の据付およびアンテナポールの調達 

本プロジェクトで調達される STL システム用機材を全体工程表（実施設計時に作

成）で指定された期限までに設置する。「モ」国側が調達するアンテナポールも同

様に全体工程表に沿って設置する。 

3-4 プロジェクトの運営維持管理計画 

3-4-1 既存送信所における運営維持管理の現況 

MRTV 内部にあって送信システムを担当しているラジオ・テレビ送信システム技術セン

ター（Mongolian Radio and Television Technical Center of Transmission System: MRTC）で
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ある。MRTC 管轄下のウランバートル、アルタイ、ムルンの各送信所では、責任者であ

る所長の下に、技術全般をとりまとめる主任技師が置かれ、その下には送信システム、

電源システム、計測などを担当する技術者が置かれている。1 日の放送時間は 17 時間で

あるが、24 時間運用体制が組まれ、通常 3 交替のシフト制が取られている。送信所の規

模にもよるが、アルタイやムルンなどの地方送信所の例をとると、1 シフトあたりの人

員は 3～4 名である。これらの人員が送信設備の運営維持管理にあたっている。 

送信設備の運用は、MRTV が定めた簡易な運用マニュアルに従って行われている。現在

ウランバートル送信所で使われている保守点検用チェックシートをチェックしたとこ

ろ、運用記録、故障記録、故障原因分析・処置記録、定期点検手入れ記録、部品使用記

録、送信品質評価記録、部品在庫管理表などの各種フォームが整備されており、それら

が所定の手続きに従って記入され、保存されていた。これらのフォーム類がどのように

運用され効果的に機能しているかどうか判断できるだけの詳細な材料は入手できなか

ったが、送信設備の運用全般にわたる基本的なシステムはできているように見受けられ

る。 

3-4-2 新設短波送信設備の運営維持管理計画 

(1) 運転保守の体制および方法 

ウランバートル送信所では、1979 年に設置された短波送信設備（100kW）が老朽化の進

行などにより出力を半減せざるを得ないものの現在も運用されている。さらに 50kW や

250kW の短波送信設備も稼動している。このように短波送信設備の運営維持管理体制が

存在しているため、この送信所に 50kW 出力の短波送信設備を設置することになっても、

新たに人員を割り当てるなどの措置を講じる必要はなく、既存の運転保守体制で十分対

応できると判断される。 

アルタイ、ムルンの両送信所では、1975 年に設置された短波送信設備（12kW）が 1997
年まで運用されていた。その運用にあたっていた人員が在籍しているため、10kW 出力

の短波送信設備を設置することになっても、新たに人員を割り当てるなどの措置を講じ

る必要はなく、既存の運転保守体制で十分対応できると判断される。 

このように、いずれの送信所においても日本製の短波送信設備を設置することに伴って、

特段の運転保守の体制および方法を取る必要はないと考えられる。 

(2) 運転保守技術 

既存送信所の職員は長年にわたって旧ソ連製の短波送信設備の運用に従事してきた経

験があり、基本的かつ体系的な教育訓練も受けている。したがって、送信設備の運転保

守関する基礎的な技術は修得済みであり、ある程度の応用動作は可能と見られる。 

旧ソ連製の短波送信設備と日本製の短波送信設備とでは、その設計思想や基本機能、基

本構造に差異があるとしても、短波送信といった基本的特性や要求条件は大差なく、既

存の運転保守技術の応用で対応できると考えられる。しかし、旧ソ連製送信設備から日

本製送信設備に切り替わることによって発生する懸念のある技術的ギャップを埋める
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ための措置を講じる必要がある。そのための教育訓練をソフトコンポーネントのスキー

ムを用いて行う（詳細は「3-2-4-7 ソフトコンポーネント計画」参照）。 

3-5 プロジェクトの概算事業費 

3-5-1 協力対象事業の概算事業費 

本プロジェクトを日本国の無償資金協力により実施する場合に必要となる概算事業費

の総額は、約 11.30 億円となる。事業費の積算条件および日本とモンゴルの負担区分に

もとづく双方の事業費内訳は以下のとおりである。 

(1) 積算条件 

表 3-9 負担経費の積算条件 
 

項 目 条 件 

1．積算時点 平成 13 年 8 月 
2．為替変換レート 1US$ = 122.85 円 

1Tg.（トゥグルグ）= 0.112 円 
3．施工期間 12 ヵ月（実施工程表を参照） 
4．その他 • 本プロジェクトは、日本国政府の無償資金協力の制度に従い、

実施されるものとする。 
• 政変および異常気象による工期への影響が発生しないものと

する。 

(2) 日本国負担経費 

表 3-10 日本側負担経費 
 

区 分 金額（億円） 

1．機材調達費 10.38 
1) 機材費 9.41 
2) 現地調達管理・据付工事費等 0.97 

2．設計監理費 0.87 
合  計 11.25 

 

 

(3) モンゴル国負担経費 

表 3-11 モンゴル国側負担経費 
 

区 分 金額（億円） 

1．ウランバートル送信所 0.026 
2．アルタイ送信所 0.013 
3．ムルン送信所 0.010 

合  計 0.049 

3-5-2 運営・維持管理費 

3-5-2-1 電気代節減効果に関する試算 

 



 3 -  101

既存の送信所において運営・維持管理費の 80％近くを占めるのが、送信設備の運用にかか

る電気代である。本プロジェクトの実施に伴う運営・維持管理費の検討にあたっては、この

電気代に注目する必要がある。人件費については、本プロジェクトの実施に伴って新た

に人員を割り当てる必要がないことから、この費目は特段考慮しなくともよい。 

本プロジェクトで調達される短波送信設備の運用に必要な電気代の試算を以下に述べ

る。これと合わせて、既存送信所内で運用中あるいは撤去済みの短波送信設備を仮に同

一出力で運用した場合の電気代と比較検討し、電気代の節減効果を明らかにする。 

(1) 計算上の仮定条件 

1) 本プロジェクトではウランバートルに 50kW、アルタイとムルンにそれぞれ 10kW
の短波送信機を設置する。本プロジェクトが実施されずに既存の短波送信機が同一

の送信出力で運用されると仮定する。この両者を比較検討する。 

2) 送信機の平均変調度は、いずれの場合も 50％とする。 

3) 日本製の 50kW 送信機の能率を 50％、既存の送信機の能率を 37％程度とする。10kW
送信機については、それぞれ 43％、30％とする。 

4) 送信機の一日あたりの運転時間を 18 時間、年間では 6,570 時間とする。 

5) 電気料金は、ウランバートルで 50Tg/kWh、アルタイ／ムルンで 100Tg/kWh とする。 

(2) ウランバートル送信所における電気代 

1) 日本製送信機の 50％変調時の入力電力 Pu1: 
Pu1 = 50 (1+1/2(0.5)2 ) / 0.5 0 = 114kW 

2) 既存送信機の 50％変調時の入力電力 Pu2: 
Pu2 = 50 (1+1/2(0.5)2 ) / 0.37 = 152kW 

3) 日本製送信機の運用に伴って必要な電気代 Cuj 
Cuj = 114 x 6,570 x 50 = 37,449,000 Tg. 

4) 一年間で節減可能な電気代 Cus: 
Cus  = (152 – 114) x 6,570 x 50 = 12,483,000 Tg. 

(3) アルタイ送信所における電気代 

1) 日本製送信機の 50％変調時の入力電力 Pa1: 
Pa1 = 10 (1+1/2(0.5)2 ) / 0.43 = 26.2kW 

2) 既存送信機の 50％変調時の入力電力 Pa2: 
Pa2 = 10 (1+1/2(0.5)2 ) / 0.30 = 37.5kW 
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3) 日本製送信機の運用に伴って必要な電気代 Caj 
Caj = 26.2 x 6,570 x 100 = 17,213,400 Tg. 

4) 一年間で節減可能な電気代 Cas: 
Cas = (37.5 – 26.2) x 6,570 x 100 = 7,424,100 Tg. 

(4) ムルン送信所における電気代 

1) 日本製送信機の運用に伴って必要な電気代 Cmj 
Cmj = 26.2 x 6,570 x 100 = 17,213,400 Tg. 

2) 一年間で節減可能な電気代 Cms: 
Cms = (37.5 – 26.2) x 6,570 x 100 = 7,424,100 Tg. 

(5) 3 送信所における電気代合計 Cj: 

Cj = Cuj + Caj + Cmj = 37,449,000 +17,213,400 + 17,213,400  = 71,875,800 Tg. 

(6) 3 送信所における電気代節減分合計 Cjs: 

Cjs = Cus + Cas + Cms = 12,483,000 +7,424,100 + 7,424,100 = 27,331,200 Tg. 

このように、本プロジェクトの実施に伴う年間の電気代は 3 送信所の合計で 71,875,800 Tg
（約 805 万円）であり、MRTC の 2000 年度の支出合計 2,087 百万 Tg.（表 2-2 参照）に対

する本プロジェクトの電気代は 3.4%と小さい。また、既存設備をそのまま運用すると仮定

した場合に比べると年間の電気代節減分は 27,331,200 Tg.（約 306 万円）に達する。 

3-5-2-2 運営維持管理費の手当てに関する検討 

本プロジェクトが実施された場合、「モ」国側実施機関にとって予備品の調達は円滑な運

営維持管理を行ううえでの課題になる。当面は本プロジェクトで調達される予備品で対応

できるが、その後は「モ」国側が自主財源で予備品を調達する必要がある。予備品の交換

周期は、その品種によって異なるが、例えば送信機の中枢部品である送信管は 3 年ごとの

取替えが必要である。3 年毎に交換が必要な予備品の購入代金を 1,800 万円程度とすると、

1 年間では 600 万円になる。すなわち、電気代節減分だけで予備品調達費の 51%をまかな

えることを意味する。 

MRTＶは、本プロジェクトの実施に伴い、ほぼ全国をサービスエリアとしたラジオ放送の

運用体制が整うとして、この機会に、老朽化が進行している既存 7 送信所の送信設備の運

用を見直すことを明らかにしている。すなわち、本プロジェクトの短波送信設備の運用開

始が 2003 年末近くになることから、2006 年を目標年度として 2004 年から段階的に既存送

信設備を停止させる計画である。 

この計画によれば、ウランバートル送信所では新設の 50kW 短波が主体となり、既存の

500kW 長波（2006 年までに停止予定）と 100kW 短波がこれを補完する体制をとることに

なる。アルタイ、ムルン両送信所では 10kW 短波が中心となり、150kW 中波/長波がこれを
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補完する体制をとることになるが、ムルンに設置されている中波/長波は 2005 年までに停

止させる予定である。モンゴルの西端に位置するウルギー県とその周辺部については、本

プロジェクトのサービスエリアから外れているため、当面はウルギー送信所の運用を継続

させる予定である。残り 3 送信所は遠隔地に位置し比較的狭いエリアを対象としてラジオ

放送を行っているが、これらの送信所内の送信設備も段階的に停止される見込みである。 

MRTＶは、これら 7 送信所に設置されている送信設備の運用に係る 2002 年度の年間電気

代を合計 570 百万 Tg.と見込んでいる。これが、2003/2004 年度には既存送信設備と新設送

信設備が一時的に併用されることに伴い増加するものの、2005 年度以降は減少すると見て

いる。その内容を下表に示す。2006 年度以降の年間電気代は 2002 年度の 64%程度に減少

し、同年度の節減額 204 百万 Tg.は、新設送信設備の電気代と予備品調達費の合計 138.6
百万 Tg.を 47%上回る。 

 
表 3-12 電気代支出予想 

単位： 百万 Tg. 

年度 2002 2003 2004 2005 2006 

年間電気代 570  588  582  438  366  

増減額 0  +18   +12   -132    -204  

（注） 増減額は 2002 年度を基準としている。 

このように、本プロジェクトの実施による電気代節減効果が大きいため、維持管理にかか

る費用の捻出は容易であり、MRTCは維持管理を適切に実行できると考えられる。ただし、

短波送信設備による放送サービスエリアは太陽活動の影響を強く受けて変動するため、サ

ービスエリアの縮小時に備えたバックアップの措置が不可欠である。既存の短波・中波・

長波送信設備の一部は、そのような事態に対応できるように適切に維持管理する必要があ

るが、そのための費用は前述の電気代節減効果を相殺しない範囲内で十分にまかなえる。 

3-6 協力対象事業実施にあたっての留意事項 

本プロジェクトの実施にあたっては、調達機材を既存の送信所内に設置することから、3
送信所のいずれにおいても、既存建屋の床・壁などの一部を加工したり補修したりする必

要がある。また、アルタイ／ムルン送信所のように、新規短波アンテナの設置に伴って既

存短波アンテナを撤去する必要もある。これらの作業を含め「モ」国側の分担事項は数多

くあり、その内容は「3-3 相手国側分担事業の概要」で述べたとおりである。「モ」国側

はそれらの作業の明細を理解しており、必要な予算措置を講じて所定の時期までの完了さ

せることになっている。 

本プロジェクトにおいては、アルタイ／ムルン送信所では既存の番組伝送回線（STL）を

流用することになっているため、「モ」国側がその伝送信頼度を将来にわたって高水準に
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維持することが必要不可欠である。同様に、3 送信所に電力を供給している商用電源の電

力供給信頼度の確保も「モ」国側の重要な責務事項である。 

本プロジェクトの基本計画は、「モ」国側がそれらの分担事項や責務事項を遵守すること

を前提として策定されている。そのため、「モ」国側がそれらの事項を所定の時期までに

所定の品質で完了させられるよう、その進捗状況を注意深く見守り、必要に応じて適切な

助言を行うなどの措置が必要と考えられる。 
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第 4 章  プロジェクトの妥当性の検証 

 

4-1 プロジェクトの効果 

本プロジェクトの目標に対し、プロジェクトが実施されることによって達成が期待される

具体的効果（成果）を直接効果と間接効果に分けて、以下に述べる。 

4-1-1 本プロジェクト実施による直接効果 
 

① 急速に縮小しつつある放送サービスエリアを回復させることによって、遠隔地に居

住している住民に対し、ラジオ放送による情報収集手段を提供できる。現在、短波、

中波、長波を合わせたラジオ放送によるサービスエリアは国土面積比で 47%、人口

比で 65%程度に過ぎないが、これを国土面積比で 93%、人口比で 94%の水準まで回

復させられる。 
 
② 既存の送信所において運営・維持管理費の 80％近くを占めるのが電気代である。省

電力設計を取り入れた短波送信設備を設置することによって、仮に同一サービスエ

リアを網羅するために既存の短波送信設備を運用する場合と比較して、年間 27.3
百万 Tg.（約 38%）の電気代が節減される。 

 
③ 3 送信所への最新の送信設備の設置、ならびにウランバートル送信所への番組伝送

回線の増設によって、番組送信の安定性と信頼性が向上し、これがひいてはラジオ

放送に対する聴取者の信頼感を醸成する。 
 

④ 送信設備の運営維持管理に関するソフトコンポーネントや初期操作指導などによ

って、モンゴル国側へ技術移転がなされる。 

4-1-2 本プロジェクト実施による間接効果 

本プロジェクトを実施することによって、地方住民がラジオ放送を聴取することが可能

となるため、以下のようなニーズを満たし、あるいは期待効果を生むことが想定される。 

 
① 農牧業製品の需要、価格などの動向や取引に関する情報を住民にタイムリーに伝え

ることによって、効率的な経済活動を促進する。 
 
② 住民に迅速な自然災害予報を伝えることによって、必要な対策をとらせる一助とな

り、農牧業の経済損失を抑えることに貢献する。 
 
③ 住民、特に若年者に対し教育の機会を提供することによって教育水準の向上を図る。 
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4-2 課題・提言 

本プロジェクトは、前述の直接・間接の実施効果が期待されるとともに、地方住民の BHN
向上に寄与するものであり、本プロジェクトを無償資金協力で実施することの妥当性が高

いと判断される。しかし、本プロジェクトの実施に際しては以下のような課題があるため、

その解決のための提言も含めて以下に述べる。 
 
(1) 電離層反射を利用する短波の特性上、送信周波数の変更によっても所定のサービスエ

リアを十分に確保できない時期が定期的に発生することが予想される。そこで、短波

のバックアップ措置として主に中波・長波を利用することが必要になってくる。すな

わち、今後とも既存の中波・長波送信設備の一時的運用を想定せざるを得ない。その

ためにも、既存の中波・長波送信設備が継続的に使用できるように、適切な運営維持

管理を行うことが「モ」国側に求められる。 
 
(2) 本プロジェクトでは、送信設備の運営維持管理に関するソフトコンポーネントの導入

や初期操作指導を行うこととしている。これらの機会を十分に活用するだけでなく、

自主的かつ継続的な教育研修を行うことによって、日本製機材への移行が円滑に行え

るような体制の構築が「モ」国側に求められる。 
 
(3) ラジオ放送の聴取者にとって魅力ある番組を制作することも本プロジェクトの実施

効果を高めるための措置として重要である。例えば、番組制作の専門家を派遣するな

どの技術協力の促進が効果的と考えられる。 

4-3 プロジェクトの妥当性 

本プロジェクトは、以下のとおり、我が国の無償資金協力事業の目的に照らして必要条件

をすべて満たしていることから、プロジェクトの実施は妥当であると判断される。 
 

(1) プロジェクトの稗益対象が貧困層を含む一般国民であり、その数は全人口の 94%にも

達する、きわめて公共性の高いプロジェクトである。 
 
(2) プロジェクトの目的が BHN や教育・人造りに合致しており、とりわけ地方部の住民

に対して農牧業・生活情報の収集手段を提供できることから、民生の安定や住民の生

活改善のために緊急的に求められているプロジェクトである。 
 
(3) 被援助国である「モ」国が、独自の資金と人材･技術で運営維持管理を行うことがで

き、過度に高度な技術を必要としないプロジェクトである。 
 
(4) 「モ」国の中・長期的開発計画の目標達成に資するプロジェクトである。 
 
(5) 住民に対して基礎生活分野の情報収集手段を提供することを目的としており、収益性

には直結しないプロジェクトである。 
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(6) 環境面で負の影響を及ぼしていない既存の送信所内に、既存設備の代替設備として設

置されるため、環境面の負の影響がないプロジェクトである。 
 
(7) 我が国の無償資金協力の制度により、特段の困難がなく実施が可能なプロジェクトで

ある。 

4-4 結論 

本プロジェクトは、前述のように多大な効果が期待されると同時に、本プロジェクトが広

く住民の BHN の向上に寄与するものであることから、協力対象事業の一部に対して、我

が国の無償資金協力を実施することの妥当性が確認される。また、本プロジェクトの運営

維持管理についても、「モ」国側の体制は人員・資金ともに十分で問題ないと考えられる。

さらに、「4-2 課題・提言」で述べた提言が実行されれば、より高水準の実施効果の発現

が可能と考えられる。 
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